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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
第１乃至第９のトランジスタを有し、
前記第１のトランジスタのソース又はドレインの一方は、第２のトランジスタのソース又
はドレインの一方と電気的に接続され、
前記第１のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第１の配線と電気的に接続され
、
前記第２のトランジスタのソース又はドレインの一方は、第２の配線と電気的に接続され
、
前記第２のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第３の配線と電気的に接続され
、
前記第３のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第１のトランジスタのゲー
トと電気的に接続され、
前記第３のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第３の配線と電気的に接続
され、
前記第４のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第２のトランジスタのゲー
ト又は第３のトランジスタのゲートと電気的に接続され、
前記第４のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第４の配線と電気的に接続され
、
前記第５のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第４のトランジスタのソー
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ス又はドレインの一方と電気的に接続され、
前記第５のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第３の配線と電気的に接続
され、
前記第５のトランジスタのゲートは、前記第１のトランジスタのゲートと電気的に接続さ
れ、
前記第６のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第４のトランジスタのゲー
トと電気的に接続され、
前記第６のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第５の配線と電気的に接続され
、
前記第６のトランジスタのゲートは、第６の配線と電気的に接続され、
前記第７のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第４のトランジスタのゲー
トと電気的に接続され、
前記第７のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第７の配線と電気的に接続され
、
前記第７のトランジスタのゲートは、第８の配線と電気的に接続され、
前記第８のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第１のトランジスタのゲー
トと電気的に接続され、
前記第８のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第５の配線と電気的に接続
され、
前記第８のトランジスタのゲートは、第９の配線と電気的に接続され、
前記第９のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第１のトランジスタのゲー
トと電気的に接続され、
前記第９のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第７の配線と電気的に接続
され、
前記第９のトランジスタのゲートは、第１０の配線と電気的に接続され、
前記第５の配線は、第１の動作時において、第１の電位又は第２の電位のいずれか一方を
伝え、第２の動作時において、第１の電位又は第２の電位のいずれか他方を伝えることが
できる機能を有し、
前記第７の配線は、第１の動作時において、第１の電位又は第２の電位のいずれか他方を
伝え、第２の動作時において、第１の電位又は第２の電位のいずれか一方を伝えることが
できる機能を有することを特徴とする半導体装置。
【請求項２】
請求項１において、
前記第１の配線は、第１のクロック信号を伝えることができる機能を有し、
前記第６の配線は、第２のクロック信号を伝えることができる機能を有し、
前記第８の配線は、第３のクロック信号を伝えることができる機能を有することを特徴と
する半導体装置。
【請求項３】
請求項１又は２において、
前記第２の配線は、出力信号を伝えることができる機能を有し、
前記第１０の配線は、前段の出力信号を伝えることができる機能を有し、
前記第９の配線は、後段の出力信号を伝えることができる機能を有することを特徴とする
半導体装置。
【請求項４】
請求項１乃至３のいずれか一において、
前記第４の配線は、前記第１の電位を伝えることができる機能を有し、
前記第３の配線は、前記第２の電位を伝えることができる機能を有することを特徴とする
半導体装置。
【請求項５】
請求項１乃至４のいずれか一において、
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第１の容量素子を有し、
前記第１の容量素子の一方の電極は、前記第１のトランジスタのソース又はドレインの一
方に電気的に接続され、
前記第１の容量素子の他方の電極は、前記第１のトランジスタのゲートに電気的に接続さ
れることを特徴とする半導体装置。
【請求項６】
請求項１乃至５のいずれか一において、
第２の容量素子を有し、
前記第２の容量素子の一方の電極は、前記第４のトランジスタのソース又はドレインの一
方に電気的に接続され、
前記第２の容量素子の他方の電極は、前記第４のトランジスタのゲートに電気的に接続さ
れることを特徴とする半導体装置。
【請求項７】
請求項１乃至６のいずれか一において、
前記第１のトランジスタのＷ（Ｗはチャネル幅）／Ｌ（Ｌはチャネル長）は、前記第２乃
至９のトランジスタのＷ／Ｌより大きいことを特徴とする半導体装置。
【請求項８】
請求項１乃至７のいずれか一において、
前記第６のトランジスタのＷ（Ｗはチャネル幅）／Ｌ（Ｌはチャネル長）は、前記第７の
トランジスタのＷ／Ｌの０．８倍以上且つ１．２倍以下であることを特徴とする半導体装
置。
【請求項９】
請求項１乃至８のいずれか一において、
前記第８のトランジスタのＷ（Ｗはチャネル幅）／Ｌ（Ｌはチャネル長）は、前記第９の
トランジスタのＷ／Ｌの０．８倍以上且つ１．２倍以下であることを特徴とする半導体装
置。
【請求項１０】
請求項１乃至９のいずれか一において、
前記第１乃至第９のトランジスタは、チャネル形成領域に酸化物半導体を有することを特
徴とする半導体装置。
【請求項１１】
請求項１乃至１０のいずれか一に記載の半導体装置と、
ＦＰＣと、
を有する表示モジュール。
【請求項１２】
請求項１乃至１０のいずれか一に記載の半導体装置、又は請求項１１に記載の表示モジュ
ールと、
スピーカー、操作ボタン、及び／又はアンテナと、
を有する電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明の一態様は、半導体装置、及び電子機器に関する。
【０００２】
なお本発明の一態様は、上記の技術分野に限定されない。本明細書等で開示する発明の技
術分野は、物、方法、または、製造方法に関するものである。または、本発明の一態様は
、プロセス、マシン、マニュファクチャ、または、組成物（コンポジション・オブ・マタ
ー）に関するものである。そのため、より具体的に本明細書で開示する本発明の一態様の
技術分野としては、半導体装置、表示装置、発光装置、蓄電装置、撮像装置、記憶装置、
それらの駆動方法、または、それらの製造方法、を一例として挙げることができる。
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【０００３】
なお、本明細書等において、半導体装置は、半導体特性を利用することで機能しうる素子
、回路、又は装置等を指す。一例としては、トランジスタ、ダイオード等の半導体素子は
半導体装置である。また別の一例としては、半導体素子を有する回路は、半導体装置であ
る。また別の一例としては、半導体素子を有する回路を備えた装置は、半導体装置である
。
【背景技術】
【０００４】
表示機能を有する半導体装置では、テレビジョン受像機に代表されるように、表示される
表示の向きが固定化されている。
【０００５】
このような半導体装置を駆動するための駆動回路には、シフトレジスタが搭載されている
（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許出願公開第２０１０／０２０１６５９号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
近年スマートフォン等の普及によって、上下あるいは左右の反転表示を行う半導体装置が
求められている。
【０００８】
本発明の一態様は、新規な半導体装置、新規な電子機器等を提供することを課題の一とす
る。
【０００９】
または、本発明の一態様は、反転表示できる、新規な構成の半導体装置等を提供すること
を課題の一とする。または、本発明の一態様は、トランジスタの特性劣化を抑制できる、
新規な構成の半導体装置等を提供することを課題の一とする。または、本発明の一態様は
、動作速度の向上を図ることのできる、新規な構成の半導体装置等を提供することを課題
の一とする。または、本発明の一態様は、トランジスタの絶縁破壊を低減できる、新規な
構成の半導体装置等を提供することを課題の一とする。
【００１０】
なお本発明の一態様の課題は、上記列挙した課題に限定されない。上記列挙した課題は、
他の課題の存在を妨げるものではない。なお他の課題は、以下の記載で述べる、本項目で
言及していない課題である。本項目で言及していない課題は、当業者であれば明細書又は
図面等の記載から導き出せるものであり、これらの記載から適宜抽出することができる。
なお、本発明の一態様は、上記列挙した記載、及び／又は他の課題のうち、少なくとも一
つの課題を解決するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
本発明の一態様は、第１乃至第９のトランジスタを有し、第１のトランジスタのソース又
はドレインの一方は、第２のトランジスタのソース又はドレインの一方と電気的に接続さ
れ、第１のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第１の配線と電気的に接続され
、第２のトランジスタのソース又はドレインの一方は、第２の配線と電気的に接続され、
第２のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第３の配線と電気的に接続され、第
３のトランジスタのソース又はドレインの一方は、第１のトランジスタのゲートと電気的
に接続され、第３のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第３の配線と電気的に
接続され、第４のトランジスタのソース又はドレインの一方は、第２のトランジスタのゲ
ート又は第３のトランジスタのゲートと電気的に接続され、第４のトランジスタのソース
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又はドレインの他方は、第４の配線と電気的に接続され、第５のトランジスタのソース又
はドレインの一方は、第４のトランジスタのソース又はドレインの一方と電気的に接続さ
れ、第５のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第３の配線と電気的に接続され
、第５のトランジスタのゲートは、第１のトランジスタのゲートと電気的に接続され、第
６のトランジスタのソース又はドレインの一方は、第４のトランジスタのゲートと電気的
に接続され、第６のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第５の配線と電気的に
接続され、第６のトランジスタのゲートは、第６の配線と電気的に接続され、第７のトラ
ンジスタのソース又はドレインの一方は、第４のトランジスタのゲートと電気的に接続さ
れ、第７のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第７の配線と電気的に接続され
、第７のトランジスタのゲートは、第８の配線と電気的に接続され、第８のトランジスタ
のソース又はドレインの一方は、第１のトランジスタのゲートと電気的に接続され、第８
のトランジスタのソース又はドレインの他方は、第５の配線と電気的に接続され、第８の
トランジスタのゲートは、第９の配線と電気的に接続され、第９のトランジスタのソース
又はドレインの一方は、第１のトランジスタのゲートと電気的に接続され、第９のトラン
ジスタのソース又はドレインの他方は、第７の配線と電気的に接続され、第９のトランジ
スタのゲートは、第１０の配線と電気的に接続され、第５の配線は、第１の動作時におい
て、第１の電位又は第２の電位のいずれか一方を伝え、第２の動作時において、第１の電
位又は第２の電位のいずれか他方を伝えることができる機能を有し、第７の配線は、第１
の動作時において、第１の電位又は第２の電位のいずれか他方を伝え、第２の動作時にお
いて、第１の電位又は第２の電位のいずれか一方を伝えることができる機能を有する半導
体装置である。
【００１２】
本発明の一態様において、第１の配線は、第１のクロック信号を伝えることができる機能
を有し、第６の配線は、第２のクロック信号を伝えることができる機能を有し、第８の配
線は、第３のクロック信号を伝えることができる機能を有する半導体装置が好ましい。
【００１３】
本発明の一態様において、第２の配線は、出力信号を伝えることができる機能を有し、第
１０の配線は、前段の出力信号を伝えることができる機能を有し、第９の配線は、後段の
出力信号を伝えることができる機能を有する半導体装置が好ましい。
【００１４】
本発明の一態様において、第４の配線は、第１の電位を伝えることができる機能を有し、
第３の配線は、第２の電位を伝えることができる機能を有する半導体装置が好ましい。
【００１５】
本発明の一態様において、第１の容量素子を有し、第１の容量素子の一方の電極は、第１
のトランジスタのソース又はドレインの一方に電気的に接続され、第１の容量素子の他方
の電極は、第１のトランジスタのゲートに電気的に接続される半導体装置が好ましい。
【００１６】
本発明の一態様において、第２の容量素子を有し、第２の容量素子の一方の電極は、第４
のトランジスタのソース又はドレインの一方に電気的に接続され、第２の容量素子の他方
の電極は、第４のトランジスタのゲートに電気的に接続される半導体装置が好ましい。
【００１７】
本発明の一態様において、第１のトランジスタのＷ（Ｗはチャネル幅）／Ｌ（Ｌはチャネ
ル長）は、第２乃至９のトランジスタのＷ／Ｌより大きい半導体装置が好ましい。
【００１８】
本発明の一態様において、第６のトランジスタのＷ（Ｗはチャネル幅）／Ｌ（Ｌはチャネ
ル長）は、第７のトランジスタのＷ／Ｌの０．８倍以上且つ１．２倍以下である半導体装
置が好ましい。
【００１９】
本発明の一態様において、第８のトランジスタのＷ（Ｗはチャネル幅）／Ｌ（Ｌはチャネ
ル長）は、第９のトランジスタのＷ／Ｌの０．８倍以上且つ１．２倍以下である半導体装
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置が好ましい。
【００２０】
本発明の一態様において、第１乃至第９のトランジスタは、チャネル形成領域に酸化物半
導体を有する半導体装置が好ましい。
【００２１】
本発明の一態様は、上記半導体装置と、ＦＰＣと、を有する表示モジュールである。
【００２２】
本発明の一態様は、上記半導体装置、又は上記表示モジュールと、スピーカー、操作ボタ
ン、及び／又はアンテナと、を有する電子機器である。
【００２３】
なおその他の本発明の一態様については、以下で述べる実施の形態における説明、及び図
面に記載されている。
【発明の効果】
【００２４】
本発明の一態様は、新規な半導体装置、新規な電子機器等を提供することができる。
【００２５】
または、本発明の一態様は、反転表示できる、新規な構成の半導体装置等を提供すること
ができる。または、本発明の一態様は、トランジスタの特性劣化を抑制できる、新規な構
成の半導体装置等を提供することができる。または、本発明の一態様は、動作速度の向上
を図ることのできる、新規な構成の半導体装置等を提供することができる。または、本発
明の一態様は、トランジスタの絶縁破壊を低減できる、新規な構成の半導体装置等を提供
することができる。
【００２６】
なお本発明の一態様の効果は、上記列挙した効果に限定されない。上記列挙した効果は、
他の効果の存在を妨げるものではない。なお他の効果は、以下の記載で述べる、本項目で
言及していない効果である。本項目で言及していない効果は、当業者であれば明細書又は
図面等の記載から導き出せるものであり、これらの記載から適宜抽出することができる。
なお、本発明の一態様は、上記列挙した効果、及び／又は他の効果のうち、少なくとも一
つの効果を有するものである。従って本発明の一態様は、場合によっては、上記列挙した
効果を有さない場合もある。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図２】本発明の一態様を説明するためのタイミングチャート。
【図３】本発明の一態様を説明するためのタイミングチャート。
【図４】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図５】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図６】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図７】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図８】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図９】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図１０】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図１１】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図１２】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図１３】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図１４】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図１５】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図１６】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図１７】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図１８】本発明の一態様を説明するための回路図。
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【図１９】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図２０】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図２１】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図２２】本発明の一態様を説明するためのタイミングチャート。
【図２３】本発明の一態様を説明するための回路図。
【図２４】本発明の一態様を説明するための上面図及び断面図。
【図２５】本発明の一態様を説明するための断面図。
【図２６】本発明の一態様を説明するための断面図。
【図２７】本発明の一態様を説明するための断面図。
【図２８】本発明の一態様を説明するための上面図。
【図２９】本発明の一態様を説明するための断面図。
【図３０】本発明の一態様を説明するための投影図。
【図３１】本発明の一態様を説明するための断面図。
【図３２】本発明の一態様に係る、電子機器を説明する図。
【図３３】本発明の一態様を説明するためのレイアウト図。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
以下、実施の形態について図面を参照しながら説明する。但し、実施の形態は多くの異な
る態様で実施することが可能であり、趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及
び詳細を様々に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って、本発明は、
以下の実施の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。
【００２９】
なお本明細書等において、「第１」、「第２」、「第３」という序数詞は、構成要素の混
同を避けるために付したものである。従って、構成要素の数を限定するものではない。ま
た、構成要素の順序を限定するものではない。また例えば、本明細書等の実施の形態の一
において「第１」に言及された構成要素が、他の実施の形態、あるいは特許請求の範囲に
おいて「第２」に言及された構成要素とすることもありうる。また例えば、本明細書等の
実施の形態の一において「第１」に言及された構成要素を、他の実施の形態、あるいは特
許請求の範囲において省略して言及することもありうる。
【００３０】
なお図面において、同一の要素または同様な機能を有する要素、同一の材質の要素、ある
いは同時に形成される要素等には同一の符号を付す場合があり、その繰り返しの説明は省
略する場合がある。
【００３１】
（実施の形態１）
本発明の一態様に係る半導体装置の構成について図１を参照して説明する。
【００３２】
図１に示す半導体装置は、回路１００を有する。回路１００は、配線１５２の電位を制御
する機能を有する。回路１００は、論理回路、又は順序回路と呼ぶ場合がある。
【００３３】
回路１００は、接続される配線１５５、１５７の電位を切り替えることで、第１の動作と
第２の動作という２つの動作を切り替えることが可能である。この２つの動作を切り替え
ることが可能な回路１００を有する半導体装置は、簡便に走査方向の切り替えを行うこと
ができる。走査方向の切り替えを行う機能を備えた、表示機能を有する半導体装置は、反
転表示を行うことができる。
【００３４】
回路１００は、トランジスタ１０１乃至１０９及び容量素子１１０を有する。なお図１に
おいて、トランジスタ１０１のゲートをノードＮＤ１と示す。同様に、トランジスタ１０
４のゲートをノードＮＤ２と示す。同様に、トランジスタ１０２のゲートをノードＮＤ３
と示す。
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【００３５】
トランジスタ１０１乃至１０９及び容量素子１１０の接続について説明する。
【００３６】
トランジスタ１０１のソース又はドレインの一方は、配線１５１と接続される。トランジ
スタ１０１のソース又はドレインの他方は、配線１５２と接続される。
【００３７】
トランジスタ１０２のソース又はドレインの一方は、配線１５３と接続される。トランジ
スタ１０２のソース又はドレインの他方は、配線１５２と接続される。
【００３８】
トランジスタ１０３のゲートは、ノードＮＤ３と接続される。トランジスタ１０３のソー
ス又はドレインの一方は、配線１５３と接続される。トランジスタ１０３のソース又はド
レインの他方は、ノードＮＤ１と接続される。
【００３９】
トランジスタ１０４のソース又はドレインの一方は、配線１５４と接続される。トランジ
スタ１０４のソース又はドレインの他方は、ノードＮＤ３と接続される。
【００４０】
トランジスタ１０５のゲートは、ノードＮＤ１と接続される。トランジスタ１０５のソー
ス又はドレインの一方は、配線１５３と接続される。トランジスタ１０５のソース又はド
レインの他方は、ノードＮＤ３と接続される。
【００４１】
トランジスタ１０６のゲートは、配線１５６と接続される。トランジスタ１０６のソース
又はドレインの一方は、配線１５５と接続される。トランジスタ１０６のソース又はドレ
インの他方は、ノードＮＤ２と接続される。
【００４２】
トランジスタ１０７のゲートは、配線１５８と接続される。トランジスタ１０７のソース
又はドレインの一方は、配線１５７と接続される。トランジスタ１０７のソース又はドレ
インの他方は、ノードＮＤ２と接続される。
【００４３】
トランジスタ１０８のゲートは、配線１５９と接続される。トランジスタ１０８のソース
又はドレインの一方は、配線１５５と接続される。トランジスタ１０８のソース又はドレ
インの他方は、ノードＮＤ１と接続される。
【００４４】
トランジスタ１０９のゲートは、配線１６０と接続される。トランジスタ１０９のソース
又はドレインの一方は、配線１５７と接続される。トランジスタ１０９のソース又はドレ
インの他方は、ノードＮＤ１と接続される。
【００４５】
容量素子１１０の第１の電極は、ノードＮＤ１と接続される。容量素子１１０の第２の電
極は、配線１５２と接続される。
【００４６】
なおトランジスタ１０１乃至１０９は、同じ極性であることが好ましい。つまり、トラン
ジスタ１０１乃至１０９はＮチャネル型であることが好ましい。或いは、トランジスタ１
０１乃至１０９はＰチャネル型であることが好ましい。これにより、製造工程の簡略化を
図ることができるため、歩留まりの向上、及び／又はコストの削減を図ることができる。
【００４７】
トランジスタ１０１乃至１０９がＮチャネル型である場合は、トランジスタ１０１乃至１
０９としてチャネル形成領域に酸化物半導体を有するトランジスタ（ＯＳトランジスタと
もいう）をそれぞれ採用することができる。ＯＳトランジスタは、チャネル形成領域にア
モルファスシリコンを有するトランジスタよりも移動度が高く、且つオフ電流が極めて小
さい。そのため、トランジスタ１０１乃至１０９のサイズを小さくし、ノードＮＤ１乃至
ＮＤ３における電位の維持をしやすくすることができる。
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【００４８】
トランジスタ１０１のＷ（チャネル幅）／Ｌ（チャネル長）は、トランジスタ１０２乃至
１０９のＷ／Ｌよりも大きいことが好ましい。これにより、トランジスタ１０１の電流供
給能力を大きくすることができるため、配線１５２に伝える信号の立ち上がり時間及び立
ち下がり時間を短くすることができる。
【００４９】
なお、トランジスタが複数のトランジスタによって構成される場合、トランジスタのＷ／
Ｌとは、複数のトランジスタのＷ／Ｌのそれぞれを合計した値である。例えば、複数のト
ランジスタが並列接続される場合、Ｗは複数のトランジスタのＷの和であり、Ｌは複数の
トランジスタのＬの平均値となる。
【００５０】
トランジスタ１０６のＷ／Ｌは、トランジスタ１０７のＷ／Ｌと等しい又は概ね等しいこ
とが好ましい。同様にトランジスタ１０８のＷ／Ｌは、トランジスタ１０９のＷ／Ｌと等
しい又は概ね等しいことが好ましい。トランジスタのＷ／Ｌが概ね等しいとは、一方のト
ランジスタのＷ／Ｌが他方のトランジスタのＷ／Ｌの０．８倍以上、１．２倍以下のこと
をいう。より好ましくは、０．９倍以上、１．１倍以下である。これにより、回路１００
は、第１の動作と第２の動作を切り替えた場合でも、等しい又は概ね等しい電流供給能力
でもって動作を行うことができる。
【００５１】
配線１５１乃至１６０、ノードＮＤ１乃至ＮＤ３の信号又は電位について説明する。
【００５２】
配線１５１には、ハイレベルとロウレベルとを有する信号を伝える機能を有する。具体的
な一例としては、クロック信号を伝える機能を有する。配線１５１が伝えるクロック信号
は、第１のクロック信号という場合がある。
【００５３】
配線１５２には、ハイレベルとロウレベルとを有する信号を伝える機能を有する。具体的
な一例としては、出力信号を伝える機能を有する。配線１５２が伝える出力信号は、走査
信号、選択信号、あるいはパルス信号という場合がある。
【００５４】
配線１５３には、ロウレベルの電位を伝える機能を有する。ロウレベルの電位をＶＬとす
ると、配線１５３は、電位ＶＬに設定される機能を有する。
【００５５】
配線１５４には、ハイレベルの電位を伝える機能を有する。ハイレベルの電位をＶＨ（＞
ＶＬ）とすると、配線１５４は、電位ＶＨに設定される機能を有する。
【００５６】
配線１５５には、ハイレベルとロウレベルとを有する信号を伝える機能を有する。具体的
な一例としては、配線１５５は第１の動作時において電位ＶＨに設定され、第２の動作時
において電位ＶＬに設定される機能を有する。
【００５７】
配線１５６には、ハイレベルとロウレベルとを有する信号を伝える機能を有する。具体的
な一例としては、クロック信号を伝える機能を有する。配線１５６が伝えるクロック信号
は、第２のクロック信号という場合がある。第２のクロック信号は、第１のクロック信号
と位相が異なる。
【００５８】
配線１５７には、ハイレベルとロウレベルとを有する信号を伝える機能を有する。具体的
な一例としては、配線１５７は第１の動作時において電位ＶＬに設定され、第２の動作時
において電位ＶＨに設定される機能を有する。
【００５９】
配線１５８には、ハイレベルとロウレベルとを有する信号を伝える機能を有する。具体的
な一例としては、クロック信号を伝える機能を有する。配線１５８が伝えるクロック信号
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は、第３のクロック信号という場合がある。第３のクロック信号は、第１のクロック信号
あるいは第２のクロック信号と位相が異なる。
【００６０】
配線１５９には、ハイレベルとロウレベルとを有する信号を伝える機能を有する。具体的
な一例としては、配線１５９は第１の動作時において前段の回路１００の出力信号、第２
の動作時において後段の回路１００の出力信号を伝える機能を有する。なお配線１５９が
伝える出力信号は、外部から伝わる場合、スタートパルスという場合がある。
【００６１】
配線１６０には、ハイレベルとロウレベルとを有する信号を伝える機能を有する。具体的
な一例としては、配線１６０は第１の動作時において後段の回路１００の出力信号、第２
の動作時において前段の回路１００の出力信号を伝える機能を有する。なお配線１６０が
伝える出力信号は、外部から伝わる場合、スタートパルスという場合がある。
【００６２】
回路１００は、上述したように、接続される配線１５５、１５７の電位を切り替えること
で、第１の動作と第２の動作という２つの動作を切り替えることが可能である。回路１０
０を有する半導体装置は、第１の動作時には第１の走査方向にある後段の回路１００に出
力信号を伝え、第２の動作時には第２の走査方向にある後段の回路１００に出力信号を伝
えることができる。この切り替えの動作は、配線１５５、１５７の電位を切り替えるだけ
でよいため、簡便に走査方向の切り替えを行うことができる。その結果、表示機能を有す
る半導体装置は、反転表示を行うことができる。
【００６３】
（実施の形態２）
本発明の一態様に係る半導体装置の動作について図２、図３を例にして説明する。なお図
２、図３で説明する動作は、実施の形態１で説明した回路１００の動作に相当する。なお
本実施の形態において、トランジスタ１０１乃至１０９は、Ｎチャネル型のトランジスタ
として説明をする。
【００６４】
本発明の一態様に係る半導体装置は、第１の動作時には第１の走査方向にある後段の回路
１００に出力信号を伝え、第２の動作時には第２の走査方向にある後段の回路１００に出
力信号を伝えることが可能である。図２は、第１の動作を実現可能なタイミングチャート
の一例であり、図３は、第２の動作を実現可能なタイミングチャートの一例である。
【００６５】
図２及び図３には、回路１００の動作を説明するために、配線１５５、配線１５７、配線
１５８、配線１５１、配線１５６、配線１５９、配線１６０、ノードＮＤ１、ノードＮＤ
２、ノードＮＤ３及び配線１５２の電位を示す。
【００６６】
＜第１の動作について＞
まず第１の動作について、図２を参照して説明する。第１の動作は、配線１５５の電位を
ＶＨに設定し、配線１５７をＶＬの電位に設定することにより、行われる。第１の動作は
、期間Ｔ１乃至Ｔ６に分けて動作を説明する。なお各期間の動作は、ノードＮＤ１乃至Ｎ
Ｄ３の電位の変化、及び出力信号を伝える配線１５２の電位の変化を追うことで、説明で
きる。
【００６７】
なお各配線、ノードが伝える信号の電位は、説明を簡略化するために、ハイレベルの電位
ＶＨおよびロウレベルの電位ＶＬの二種類の電位を用いて説明を行う。各配線、ノードが
伝える電位をＶＨ、ＶＬの２種類の電位とすることで、生成する電位の数を削減すること
ができる。そのため、電位を生成する回路規模を縮小することができる。ただし本実施の
形態において、配線の電位を同じＶＨと説明しても、必ずしも等電位とは限らず、異なる
電位としてもよい。同様に、配線の電位を同じＶＬと説明しても、必ずしも等電位とは限
らず、異なる電位としてもよい。なお後述する、第２の動作時の説明においても同様であ
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る。
【００６８】
期間Ｔ１における動作について説明する。
【００６９】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＨになるため、トランジス
タ１０８が導通状態になる。配線１６０の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０９が
非導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０３が非導通状態になる。よって、配線１５５の電位であるＶＨがトランジスタ１０
８を介してノードＮＤ１に伝わるため、ノードＮＤ１の電位がＶＬから上昇する。その後
、ノードＮＤ１の電位がトランジスタ１０８のゲートの電位であるＶＨからトランジスタ
１０８の閾値電圧（Ｖｔｈ１０８）を引いた値（ＶＨ－Ｖｔｈ１０８）になると、トラン
ジスタ１０８が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ１が浮遊状態になり、ノードＮＤ
１の電位がＶＨ－Ｖｔｈ１０８に維持される。
【００７０】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０６が非導通状態になる。配線１５８の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０７
が導通状態になる。よって、配線１５７の電位であるＶＬがトランジスタ１０７を介して
ノードＮＤ２に伝わるため、ノードＮＤ２の電位がＶＬになる。
【００７１】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位がＶＬになるため、トランジ
スタ１０４が非導通状態になる。ノードＮＤ１の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０８）になるた
め、トランジスタ１０５が導通状態になる。よって、配線１５３の電位がトランジスタ１
０５を介してノードＮＤ３に伝わるため、ノードＮＤ３の電位がＶＬになる。
【００７２】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位がＶＨ－Ｖｔｈ１０８になるた
め、トランジスタ１０１が導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＬになるため、トラ
ンジスタ１０２が非導通状態になる。よって、配線１５１のＶＬの電位がトランジスタ１
０１を介して配線１５２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬになる。つまり、回路１
００の出力信号がＶＬになる。
【００７３】
期間Ｔ２における動作について説明する。
【００７４】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０８が非導通状態になる。配線１６０の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０９
が非導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＬになるため、トランジ
スタ１０３が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ１が浮遊状態になり、ノードＮＤ１
の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０８）に維持される。
【００７５】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０６が非導通状態になる。配線１５８の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０７
が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ２が浮遊状態になるため、ノードＮＤ２の電位
がＶＬに維持される。
【００７６】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位がＶＬになるため、トランジ
スタ１０４が非導通状態になる。ノードＮＤ１の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０８）になるた
め、トランジスタ１０５が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトラ
ンジスタ１０５を介してノードＮＤ３に伝わるため、ノードＮＤ３の電位がＶＬになる。
【００７７】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０８）にな
るため、トランジスタ１０１が導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＬになるため、
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トランジスタ１０２が非導通状態になる。よって、配線１５１のＶＨの電位がトランジス
タ１０１を介して配線１５２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬから上昇し始める。
このとき、容量素子１１０が配線１５２とノードＮＤ１との電位差を保持しており、且つ
ノードＮＤ１が浮遊状態になっている。そのため、配線１５２の電位の上昇に伴って、ノ
ードＮＤ１の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０８）から上昇する。ノードＮＤ１の電位がトラン
ジスタ１０１のソース又はドレインの一方の電位（配線１５１の電位であるＶＨ）とトラ
ンジスタ１０１の閾値電圧（Ｖｔｈ１０１）との和（ＶＨ＋Ｖｔｈ１０１）よりも高くな
ると、配線１５２の電位がＶＨまで上昇する。つまり、回路１００の出力信号がＶＨにな
る。
【００７８】
期間Ｔ３における動作について説明する。
【００７９】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０８が非導通状態になる。配線１６０の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０９
が導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジス
タ１０３が導通状態になる。よって、配線１５７の電位であるＶＬがトランジスタ１０９
を介してノードＮＤ１に伝わるとともに、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１
０３を介してノードＮＤ１に伝わるため、ノードＮＤ１の電位がＶＬになる。
【００８０】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＨになるため、トランジス
タ１０６が導通状態になる。配線１５８の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０７が
非導通状態になる。よって、配線１５５の電位であるＶＨがトランジスタ１０６を介して
ノードＮＤ２に伝わるため、ノードＮＤ２の電位がＶＬから上昇する。その後、ノードＮ
Ｄ２の電位がトランジスタ１０６のゲートの電位（配線１５６の電位であるＶＨ）からト
ランジスタ１０６の閾値電圧（Ｖｔｈ１０６）を引いた値（ＶＨ－Ｖｔｈ１０６）になる
と、トランジスタ１０６が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ２が浮遊状態になり、
ノードＮＤ２の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０６）に維持される。
【００８１】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０６）に
なるため、トランジスタ１０４が導通状態になる。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため
、トランジスタ１０５が非導通状態になる。よって、配線１５４の電位がトランジスタ１
０４を介してノードＮＤ３に伝わるため、ノードＮＤ３の電位が上昇する。このとき、ノ
ードＮＤ３とノードＮＤ２との電位差がトランジスタ１０４のゲートとソース又はドレイ
ンの他方との間の寄生容量によって保持されており、且つノードＮＤ２が浮遊状態になっ
ている。よって、ノードＮＤ３の電位の上昇に伴って、ノードＮＤ２の電位が上昇する。
ノードＮＤ２の電位がトランジスタ１０４のソース又はドレインの一方の電位（配線１５
４の電位であるＶＨ）とトランジスタ１０４の閾値電圧（Ｖｔｈ１０４）との和（ＶＨ＋
Ｖｔｈ１０４）よりも高くなると、ノードＮＤ３の電位がＶＨまで上昇する。
【００８２】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０１が非導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０
２が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０２を介し
て配線１５２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬになる。つまり、回路１００の出力
信号がＶＬになる。
【００８３】
期間Ｔ４における動作について説明する。
【００８４】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０８が非導通状態になる。配線１６０の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０９
が非導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジ
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スタ１０３が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０
３を介してノードＮＤ１に伝わるため、ノードＮＤ１の電位がＶＬになる。
【００８５】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０６が非導通状態になる。配線１５８の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０７
が導通状態になる。よって、配線１５７の電位であるＶＬがトランジスタ１０７を介して
ノードＮＤ２に伝わるため、ノードＮＤ２の電位がＶＬになる。
【００８６】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位がＶＬになるため、トランジ
スタ１０４が非導通状態になる。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジスタ１
０５が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ３が浮遊状態になり、ノードＮＤ３の電位
がＶＨに維持される。ただし、ノードＮＤ２の電位が下降するため、ノードＮＤ３の電位
がＶＨよりも下降している場合が多い。
【００８７】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０１が非導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０
２が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０２を介し
て配線１５２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬになる。つまり、回路１００の出力
信号がＶＬになる。
【００８８】
期間Ｔ５における動作について説明する。
【００８９】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０８が非導通状態になる。配線１６０の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０９
が非導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジ
スタ１０３が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０
３を介してノードＮＤ１に伝わるため、ノードＮＤ１の電位がＶＬになる。
【００９０】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０６が非導通状態になる。配線１５８の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０７
が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ２が浮遊状態になるため、ノードＮＤ２の電位
がＶＬに維持される。
【００９１】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位がＶＬになるため、トランジ
スタ１０４が非導通状態になる。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジスタ１
０５が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ３が浮遊状態になり、ノードＮＤ３の電位
がＶＨに維持される。
【００９２】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０１が非導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０
２が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０２を介し
て配線１５２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬになる。つまり、回路１００の出力
信号がＶＬになる。
【００９３】
期間Ｔ６における動作について説明する。
【００９４】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０８が非導通状態になる。配線１６０の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０９
が非導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジ
スタ１０３が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０
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３を介してノードＮＤ１に伝わるため、ノードＮＤ１の電位がＶＬになる。
【００９５】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＨになるため、トランジス
タ１０６が導通状態になる。配線１５８の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０７が
非導通状態になる。よって、配線１５５の電位であるＶＨがトランジスタ１０６を介して
ノードＮＤ２に伝わるため、ノードＮＤ２の電位がＶＬから上昇する。その後、ノードＮ
Ｄ２の電位がトランジスタ１０６のゲートの電位（配線１５６の電位であるＶＨ）からト
ランジスタ１０６の閾値電圧を引いた値（ＶＨ－Ｖｔｈ１０６）になると、トランジスタ
１０６が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ２が浮遊状態になり、ノードＮＤ２の電
位がＶＨ－Ｖｔｈ１０６に維持される。
【００９６】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０６）に
なるため、トランジスタ１０４が導通状態になる。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため
、トランジスタ１０５が非導通状態になる。よって、配線１５４の電位であるＶＨがトラ
ンジスタ１０４を介してノードＮＤ３に伝わるため、ノードＮＤ３の電位が上昇する。こ
のとき、ノードＮＤ３とノードＮＤ２との電位差がトランジスタ１０４のゲートとソース
またはドレインの他方との間の寄生容量によって保持されており、且つノードＮＤ２が浮
遊状態になっている。よって、ノードＮＤ３の電位の上昇に伴って、ノードＮＤ２の電位
が上昇する。ノードＮＤ２の電位がトランジスタ１０４のソース又はドレインの一方の電
位（配線１５４の電位であるＶＨ）とトランジスタ１０４の閾値電圧（Ｖｔｈ１０４）と
の和（ＶＨ＋Ｖｔｈ１０４）よりも高くなると、ノードＮＤ３の電位がＶＨまで上昇する
。
【００９７】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０１が非導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０
２が導通状態になる。よって、配線１５３の電位がトランジスタ１０２を介して配線１５
２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬになる。つまり、回路１００の出力信号がＶＬ
になる。
【００９８】
以上が第１の動作についての説明である。回路１００を複数有する半導体装置では、第１
の走査方向に出力信号を伝えることができる。例えば、（ｎ－１）段目、ｎ段目、（ｎ＋
１）段目（ｎは２以上の自然数）の回路１００が順に設けられた半導体装置では、第１の
走査方向、すなわち（ｎ－１）段目、ｎ段目、（ｎ＋１）段目の順に出力信号を出力する
ことができる。
【００９９】
具体的にｎ段目の回路１００は、配線１５５の電位をＶＨ、配線１５７の電位をＶＬに設
定し、配線１５９に伝わる信号を前段（ｎ－１段）の回路１００の出力信号とし、配線１
６０に伝わる信号を後段（ｎ＋１段）の回路１００の出力信号とすることで、第１の走査
方向に出力信号を出力することができる。
【０１００】
＜第２の動作について＞
続いて、第２の動作について、図３を参照して説明する。第２の動作は、配線１５５の電
位をＶＬに設定し、配線１５７の電位をＶＨに設定することにより、行われる。第２の動
作は、期間ｔ１乃至ｔ６に分けて動作を説明する。なお各期間の動作は、ノードＮＤ１乃
至ＮＤ３の電位の変化、及び出力信号を伝える配線１５２の電位の変化を追うことで、説
明できる。
【０１０１】
期間ｔ１における動作について説明する。
【０１０２】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＬになるため、トランジス
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タ１０８が非導通状態になる。配線１６０の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０９
が導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０３が非導通状態になる。よって、配線１５７の電位であるＶＨがトランジスタ１０
９を介してノードＮＤ１に伝わるため、ノードＮＤ１の電位がＶＬから上昇する。その後
、ノードＮＤ１の電位がトランジスタ１０９のゲートの電位（配線１６０の電位であるＶ
Ｈ）からトランジスタ１０９の閾値電圧（Ｖｔｈ１０９）を引いた値（ＶＨ－Ｖｔｈ１０
９）になると、トランジスタ１０９が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ１が浮遊状
態になり、ノードＮＤ１の電位がＶＨ－Ｖｔｈ１０９に維持される。
【０１０３】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＨになるため、トランジス
タ１０６が導通状態になる。配線１５８の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０７が
非導通状態になる。よって、配線１５５の電位であるＶＬがトランジスタ１０６を介して
ノードＮＤ２に伝わるため、ノードＮＤ２の電位がＶＬになる。
【０１０４】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位がＶＬになるため、トランジ
スタ１０４が非導通状態になる。ノードＮＤ１の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０９）になるた
め、トランジスタ１０５が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトラ
ンジスタ１０５を介してノードＮＤ３に伝わるため、ノードＮＤ３の電位がＶＬになる。
【０１０５】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０９）にな
るため、トランジスタ１０１が導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＬになるため、
トランジスタ１０２が非導通状態になる。よって、配線１５１の電位であるＶＬがトラン
ジスタ１０１を介して配線１５２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬになる。つまり
、回路１００の出力信号がＶＬになる。
【０１０６】
期間ｔ２における動作について説明する。
【０１０７】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０８が非導通状態になる。配線１６０の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０９
が非導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＬになるため、トランジ
スタ１０３が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ１が浮遊状態になり、ノードＮＤ１
の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０９）に維持される。
【０１０８】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０６が非導通状態になる。配線１５８の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０７
が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ２が浮遊状態になるため、ノードＮＤ２の電位
がＶＬに維持される。
【０１０９】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位がＶＬになるため、トランジ
スタ１０４が非導通状態になる。ノードＮＤ１の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０９）になるた
め、トランジスタ１０５が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトラ
ンジスタ１０５を介してノードＮＤ３に伝わるため、ノードＮＤ３の電位がＶＬになる。
【０１１０】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０９）にな
るため、トランジスタ１０１が導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＬになるため、
トランジスタ１０２が非導通状態になる。よって、配線１５１の電位であるＶＨがトラン
ジスタ１０１を介して配線１５２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬから上昇し始め
る。このとき、容量素子１１０が配線１５２とノードＮＤ１との電位差を保持しており、
且つノードＮＤ１が浮遊状態になっている。そのため、配線１５２の電位の上昇に伴って
、ノードＮＤ１の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０９）から上昇する。ノードＮＤ１の電位がト
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ランジスタ１０１のソース又はドレインの一方の電位（配線１５１の電位であるＶＨ）と
トランジスタ１０１の閾値電圧（Ｖｔｈ１０１）との和（ＶＨ＋Ｖｔｈ１０１）よりも高
くなると、配線１５２の電位がＶＨまで上昇する。つまり、回路１００の出力信号がＶＨ
になる。
【０１１１】
期間ｔ３における動作について説明する。
【０１１２】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９がＶＨになるため、トランジスタ１０
８が導通状態になる。配線１６０の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０９が非導通
状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０
３が導通状態になる。よって、配線１５５のＶＬの電位がトランジスタ１０８を介してノ
ードＮＤ１に供給されるとともに、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０３を
介してノードＮＤ１に供給されるため、ノードＮＤ１の電位がＶＬになる。
【０１１３】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０６が非導通状態になる。配線１５８の電位ＶＨになるため、トランジスタ１０７が
導通状態になる。よって、配線１５７の電位であるＶＨがトランジスタ１０７を介してノ
ードＮＤ２に伝わるため、ノードＮＤ２の電位がＶＬから上昇する。その後、ノードＮＤ
２の電位がトランジスタ１０７のゲートの電位（配線１５８の電位であるＶＨ）からトラ
ンジスタ１０７の閾値電圧（Ｖｔｈ１０７）を引いた値（ＶＨ－Ｖｔｈ１０７）になると
、トランジスタ１０７が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ２が浮遊状態になり、ノ
ードＮＤ２の電位が（ＶＨ－Ｖｔｈ１０７）に維持される。
【０１１４】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位がＶＨ－Ｖｔｈ１０７になる
ため、トランジスタ１０４が導通状態になる。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、ト
ランジスタ１０５が非導通状態になる。よって、配線１５４の電位であるＶＨがトランジ
スタ１０４を介してノードＮＤ３に伝わるため、ノードＮＤ３の電位が上昇する。このと
き、ノードＮＤ３とノードＮＤ２との電位差がトランジスタ１０４のゲートとソース又は
ドレインの他方との間の寄生容量によって保持されており、且つノードＮＤ２が浮遊状態
になっている。よって、ノードＮＤ３の電位の上昇に伴って、ノードＮＤ２の電位が上昇
する。ノードＮＤ２の電位がトランジスタ１０４のソース又はドレインの一方の電位（配
線１５４の電位であるＶＨ）とトランジスタ１０４の閾値電圧（Ｖｔｈ１０４）との和（
ＶＨ＋Ｖｔｈ１０４）よりも高くなると、ノードＮＤ３の電位がＶＨまで上昇する。
【０１１５】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０１が非導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０
２が導通状態になる。よって、配線１５３の電位がトランジスタ１０２を介して配線１５
２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬになる。つまり、回路１００の出力信号がＶＬ
になる。
【０１１６】
期間ｔ４における動作について説明する。
【０１１７】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０８が非導通状態になる。配線１６０の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０９
が非導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジ
スタ１０３が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０
３を介してノードＮＤ１に伝わるため、ノードＮＤ１の電位がＶＬになる。
【０１１８】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＨになるため、トランジス
タ１０６が導通状態になる。配線１５８の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０７が
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非導通状態になる。よって、配線１５５の電位であるＶＬがトランジスタ１０６を介して
ノードＮＤ２に伝わるため、ノードＮＤ２の電位がＶＬになる。
【０１１９】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位がＶＬになるため、トランジ
スタ１０４が非導通状態になる。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジスタ１
０５が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ３が浮遊状態になり、ノードＮＤ３の電位
がＶＨに維持される。ただし、ノードＮＤ２の電位が下降するため、ノードＮＤ３の電位
がＶＨよりも下降している場合が多い。
【０１２０】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０１が非導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０
２が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０２を介し
て配線１５２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬになる。つまり、回路１００の出力
信号がＶＬになる。
【０１２１】
期間ｔ５における動作について説明する。
【０１２２】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０８が非導通状態になる。配線１６０の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０９
が非導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジ
スタ１０３が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０
３を介してノードＮＤ１に伝わるため、ノードＮＤ１の電位がＶＬになる。
【０１２３】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０６が非導通状態になる。配線１５８の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０７
が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ２が浮遊状態になるため、ノードＮＤ２の電位
がＶＬに維持される。
【０１２４】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位がＶＬになるため、トランジ
スタ１０４が非導通状態になる。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジスタ１
０５が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ３が浮遊状態になり、ノードＮＤ３の電位
がＶＨに維持される。
【０１２５】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０１が非導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０
２が導通状態になる。よって、配線１５３の電位がトランジスタ１０２を介して配線１５
２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬになる。つまり、回路１００の出力信号がＶＬ
になる。
【０１２６】
期間ｔ６における動作について説明する。
【０１２７】
ノードＮＤ１の電位について説明する。配線１５９の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０８が非導通状態になる。配線１６０の電位がＶＬになるため、トランジスタ１０９
が非導通状態になる。後述するとおり、ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジ
スタ１０３が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０
３を介してノードＮＤ１に伝わるため、ノードＮＤ１の電位がＶＬになる。
【０１２８】
ノードＮＤ２の電位について説明する。配線１５６の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０６が非導通状態になる。配線１５８の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０７
が導通状態になる。よって、配線１５７の電位であるＶＨがトランジスタ１０７を介して
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ノードＮＤ２に伝わるため、ノードＮＤ２の電位がＶＬから上昇する。その後、ノードＮ
Ｄ２の電位がトランジスタ１０７のゲートの電位（配線１５８の電位であるＶＨ）からト
ランジスタ１０７の閾値電圧を引いた値（ＶＨ－Ｖｔｈ１０７）になると、トランジスタ
１０７が非導通状態になる。よって、ノードＮＤ２が浮遊状態になり、ノードＮＤ２の電
位がＶＨ－Ｖｔｈ１０７に維持される。
【０１２９】
ノードＮＤ３の電位について説明する。ノードＮＤ２の電位がＶＨ－Ｖｔｈ１０７になる
ため、トランジスタ１０４が導通状態になる。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、ト
ランジスタ１０５が非導通状態になる。よって、配線１５４の電位であるＶＨがトランジ
スタ１０４を介してノードＮＤ３に伝わるため、ノードＮＤ３の電位が上昇する。このと
き、ノードＮＤ３とノードＮＤ２との電位差がトランジスタ１０４のゲートとソース又は
ドレインの他方との間の寄生容量によって保持されており、且つノードＮＤ２が浮遊状態
になっている。よって、ノードＮＤ３の電位の上昇に伴って、ノードＮＤ２の電位が上昇
する。ノードＮＤ２の電位がトランジスタ１０４のソース又はドレインの一方の電位（配
線１５４の電位であるＶＨ）とトランジスタ１０４の閾値電圧（Ｖｔｈ１０４）との和（
ＶＨ＋Ｖｔｈ１０４）よりも高くなると、ノードＮＤ３の電位がＶＨまで上昇する。
【０１３０】
配線１５２の電位について説明する。ノードＮＤ１の電位がＶＬになるため、トランジス
タ１０１が非導通状態になる。ノードＮＤ３の電位がＶＨになるため、トランジスタ１０
２が導通状態になる。よって、配線１５３の電位であるＶＬがトランジスタ１０２を介し
て配線１５２に伝わるため、配線１５２の電位がＶＬになる。つまり、回路１００の出力
信号がＶＬになる。
【０１３１】
以上が第２の動作についての説明である。回路１００を複数有する半導体装置では、第２
の走査方向に出力信号を伝えることができる。例えば、（ｎ－１）段目、ｎ段目、（ｎ＋
１）段目（ｎは２以上の自然数）の回路１００が順に設けられた半導体装置では、第１の
走査方向とは逆の第２の走査方向、すなわち（ｎ＋１）段目、ｎ段目、（ｎ－１）段目の
順に出力信号を出力することができる。
【０１３２】
具体的にｎ段目の回路１００は、配線１５７の電位をＶＨ、配線１５５の電位をＶＬに設
定し、配線１５９に伝わる信号を前段（ｎ－１段）の回路１００の出力信号とし、配線１
６０に伝わる信号を後段（ｎ＋１段）の回路１００の出力信号とすることで、第２の走査
方向に出力信号を出力することができる。
【０１３３】
＜まとめ＞
以上説明した回路１００の動作は、配線１５５、１５７の電位を切り替えることで、回路
１００を有する半導体装置における走査方向の切り替えを行うことができる。走査方向の
切り替えを行う機能を備えた、表示機能を有する半導体装置は、反転表示を行うことがで
きる。
【０１３４】
回路１００の動作では、ノードＮＤ１を浮遊状態とし、配線１５２の電位を上昇させる構
成とすることができる。そのため、ノードＮＤ１の電位がＶＨより小さくても配線１５２
の電位をＶＨに昇圧して出力することができる。従って配線１５２に伝える出力信号によ
って動作する回路の誤動作を低減することができる。
【０１３５】
同様に回路１００の動作では、ノードＮＤ２を浮遊状態とし、ノードＮＤ３の電位を上昇
させる構成とすることができる。そのため、ノードＮＤ２の電位がＶＨより小さくてもノ
ードＮＤ３の電位をＶＨに昇圧して出力することができる。従ってノードＮＤ３の電位に
応じて導通状態と非導通状態とが切り替わるトランジスタ１０２、１０３の誤動作を低減
することができる。
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【０１３６】
（実施の形態３）
本実施の形態では、実施の形態１及び２の変形例について説明する。
【０１３７】
実施の形態１及び２で回路の一例、動作の一例として、トランジスタ１０１乃至１０９、
及び容量素子１１０を備えた回路構成を示しているが、本発明の一態様はこれに限定され
ない。さらに別のトランジスタ、及び／又は別の容量素子を有する回路構成とすることも
できる。さらに本発明の一態様は、別途の配線を設ける、あるいは省略することで、多様
な回路構成とすることができる。以下では、その一例である変形例について説明する。
【０１３８】
なお本実施の形態において、実施の形態１及び２での説明と重複する場合、説明を省略す
る。
【０１３９】
＜変形例１＞
図４に示す半導体装置は、回路１００がトランジスタ１１１を有する点で、図１と異なる
。
【０１４０】
トランジスタ１１１のゲートは、配線１５４と接続される。トランジスタ１１１のソース
又はドレインの一方は、トランジスタ１０１のゲート及び容量素子１１０の第１の電極と
接続される。トランジスタ１１１のソース又はドレインの他方は、トランジスタ１０３の
ソース又はドレインの他方、トランジスタ１０５のゲート、トランジスタ１０８のソース
又はドレインの他方、及びトランジスタ１０９のソース又はドレインの他方と接続される
。
【０１４１】
図４に示す半導体装置は、期間Ｔ２、ｔ２において、トランジスタ１１１が非導通状態に
なるため、トランジスタ１１１のソース又はドレインの他方（トランジスタ１０８のソー
ス又はドレインの他方側）の電位は、配線１５２の電位の上昇に伴って上昇しない。よっ
て、トランジスタ１１１のソース又はドレインの他方と接続されるトランジスタ１０３、
トランジスタ１０５、トランジスタ１０８及びトランジスタ１０９に大きい電圧が印加さ
れることを防止することができ、これらのトランジスタの破壊の防止、及び特性変化の抑
制を図ることができる。
【０１４２】
あるいは図４に示す半導体装置は、図５のようにしてもよい。図５ではトランジスタ１１
１のゲートは、配線１５４とは別の配線１５４Ａに接続する。図５において配線１５４Ａ
が伝える電位は、配線１５４が伝える電位ＶＨよりも低くする。このようにすることで、
期間Ｔ１、ｔ１において、トランジスタ１１１のソース又はドレインの一方がＶＨ－Ｖｔ
ｈ１０８又はＶＨ－Ｖｔｈ１０９よりも低い時点で、トランジスタ１１１を非導通状態と
することができる。よって、トランジスタ１０１のゲートを浮遊状態にするタイミングを
早くすることができ、動作速度の向上を図ることができる。
【０１４３】
＜変形例２＞
図６に示す半導体装置は、回路１００がトランジスタ１１２を有する点で、図１と異なる
。
【０１４４】
トランジスタ１１２のゲートは、配線１５１と接続される。トランジスタ１１２のソース
又はドレインの一方は、配線１５３と接続される。トランジスタ１１２のソース又はドレ
インの他方は、ノードＮＤ３と接続される。
【０１４５】
期間Ｔ１、期間Ｔ３、期間Ｔ４及び期間Ｔ６、並びに期間ｔ１、期間ｔ３、期間ｔ４及び
期間ｔ６において、配線１５１の電位がＶＬになると、トランジスタ１１２が非導通状態



(20) JP 6521794 B2 2019.5.29

10

20

30

40

50

になる。期間Ｔ２及び期間Ｔ５、並びに期間ｔ２及び期間ｔ５において、配線１５１の電
位がＶＨになると、トランジスタ１１２が導通状態になる。よって、配線１５３の電位で
あるＶＬがトランジスタ１１２を介してノードＮＤ３に伝わるため、ノードＮＤ３の電位
がＶＬになる。そして、トランジスタ１０２、１０３が非導通状態になる。このように、
期間Ｔ５及び期間ｔ５においてトランジスタ１０２、１０３を非導通状態にすることがで
きるため、トランジスタ１０２、１０３の特性劣化を抑制することができる。
【０１４６】
＜変形例３＞
図７に示す半導体装置は、回路１００がトランジスタ１１３を有する点で、図１と異なる
。
【０１４７】
トランジスタ１１３のゲートは、配線１５１と接続される。トランジスタ１１３のソース
又はドレインの一方は、配線１５３と接続される。トランジスタ１１３のソース又はドレ
インの他方は、ノードＮＤ２と接続される。
【０１４８】
期間Ｔ１、期間Ｔ３、期間Ｔ４及び期間Ｔ６、並びに期間ｔ１、期間ｔ３、期間ｔ４及び
期間ｔ６において、配線１５１の電位がＶＬになると、トランジスタ１１３が非導通状態
になる。期間Ｔ２及び期間Ｔ５、並びに期間ｔ２及び期間ｔ５において、配線１５１の電
位がＶＨになると、トランジスタ１１３が導通状態になる。よって、配線１５３の電位で
あるＶＬがトランジスタ１１３を介してノードＮＤ２に伝わるため、ノードＮＤ２の電位
がＶＬになる。そして、トランジスタ１０４が非導通状態になる。このように、期間Ｔ５
及び期間ｔ５においてトランジスタ１０４を非導通状態にすることができるため、トラン
ジスタ１０４の特性劣化を抑制することができる。
【０１４９】
＜変形例４＞
図８に示す半導体装置は、回路１００が容量素子１１４を有する点で、図１と異なる。
【０１５０】
容量素子１１４の第１の電極は、ノードＮＤ２と接続される。容量素子１１４の第２の電
極は、ノードＮＤ３と接続される。
【０１５１】
期間Ｔ３、及び期間ｔ３において、ノードＮＤ２が浮遊状態となり、且つノードＮＤ３と
ノードＮＤ２との電位差が保持された状態でノードＮＤ３の電位を上昇させるため、ノー
ドＮＤ２の電位が上昇する。このとき、トランジスタ１０４のゲートとソース又はドレイ
ンの他方との間の寄生容量が小さいと、ノードＮＤ２の電位が上昇しにくくなる。よって
、トランジスタ１０４のゲートとソース又はドレインの他方との間に容量素子１１４を設
けることで、ノードＮＤ２の電位を上昇しやすくすることができる。よって、ノードＮＤ
３の電位をより確実にＶＨにしてトランジスタ１０２を導通状態とすることができるため
、回路１００の出力信号の誤動作を低減することができる。
【０１５２】
＜変形例５＞
図９に示す半導体装置は、トランジスタ１０２のゲートが配線１６１に接続される点で、
図１と異なる。同様に、図１０に示す半導体装置は、トランジスタ１０３のゲートが配線
１６１に接続される点で、図１と異なる。
【０１５３】
配線１６１は、ハイレベルとロウレベルとを有する信号を伝える機能を有する。具体的な
一例としては、配線１６１は第１の動作及び第２の動作時において、配線１５２の電位が
ＶＨである以外の期間でトランジスタ１０２又は１０３を導通状態とするための信号を伝
える機能を有する。例えば、期間Ｔ４乃至Ｔ６、及び期間ｔ４乃至ｔ６において、任意の
タイミングでＶＨとなる信号を配線１６１に伝えればよい。このような信号としては、第
１乃至第３のクロック信号とは位相の異なるクロック信号であることが好ましい。配線１
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６１が伝えるクロック信号は、第４のクロック信号という場合がある。図９及び図１０の
構成とすることで、配線１５２の電位をより確実にＶＬにすることができるため、回路１
００の出力信号の誤動作を低減することができる。
【０１５４】
あるいは図９に示す半導体装置において、トランジスタ１０２のゲートが配線１５６又は
配線１５８と接続されてもよい。
【０１５５】
＜変形例６＞
図１１に示す半導体装置は、トランジスタ１０５乃至１０９をスイッチ１０５Ａ乃至１０
９Ａとする点で、図１と異なる。また、図１２に示す半導体装置は、トランジスタ１０２
をスイッチ１０２Ａとする点で、図１と異なる。同様に、図１３に示す半導体装置は、ト
ランジスタ１０３をスイッチ１０３Ａとする点で、図１と異なる。
【０１５６】
スイッチ１０２Ａ、１０３Ａ、１０５Ａ乃至１０９Ａは、トランジスタに限らず、電気的
スイッチあるいは機械的スイッチを用いることができるため、設計の自由度を高めること
ができる。
【０１５７】
＜変形例７＞
図１４に示す半導体装置は、容量素子１１０を省略した点で、図１と異なる。
【０１５８】
図１４に示す半導体装置は、トランジスタ１０１のゲートとソース又はドレインの他方と
の間の寄生容量が大きくなるように設計しておくことで、容量素子１１０を省略できる。
容量素子を省略できることによって設計の自由度を高めることができ、加えて回路１００
が占める面積を縮小することができる。
【０１５９】
＜変形例８＞
図１５に示す半導体装置は、トランジスタ１０１乃至１０９をＰチャネル型として示した
点で、図１と異なる。
【０１６０】
図１５に示す半導体装置は、Ｐチャネル型しか作れない半導体材料でトランジスタを作成
し、回路１００に適用することができる。
【０１６１】
＜変形例９＞
図１６に示す半導体装置は、上述した変形例１乃至３を組み合わせ、トランジスタ１１１
、１１２、及びトランジスタ１１３を有する点で、図１と異なる。
【０１６２】
図１６に示す半導体装置は、一例として示す上述した変形例１乃至３を組み合わせること
で、上述した各変形例での利点を備えた回路１００とすることができる。
【０１６３】
＜変形例１０＞
図１７に示す半導体装置は、トランジスタ１０１乃至１０９を、バックゲートを有するト
ランジスタとして示し、バックゲートが配線１６２に接続される点で、図１と異なる。ま
た、図１８に示す半導体装置は、トランジスタ１０１、１０４、１０６、１０８を、バッ
クゲートを有するトランジスタとして示し、バックゲートが配線１６２に接続される点で
、図１と異なる。また、図１９に示す半導体装置は、トランジスタ１０１乃至１０９を、
バックゲートを有するトランジスタとして示し、トランジスタ１０１、１０４、１０６、
１０８のバックゲートが配線１６２に接続され、トランジスタ１０２、１０３、１０５、
１０７、１０９のバックゲートが配線１６３に接続される点で、図１と異なる。また、図
２０に示す半導体装置は、トランジスタ１０１乃至１０９を、バックゲートを有するトラ
ンジスタとして示し、トランジスタ１０１及び１０２のバックゲートがゲートに接続され
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、トランジスタ１０３乃至１０９のバックゲートが配線１６２に接続される点で、図１と
異なる。
【０１６４】
配線１６２は、ハイレベル又はロウレベルの電位を伝える機能を有する。具体的な一例と
しては、配線１６２は第１の動作及び第２の動作時において、トランジスタの閾値電圧を
制御できる電位を伝える機能を有する。また配線１６３は、ハイレベル又はロウレベルの
電位を伝える機能を有する。具体的な一例としては、配線１６３は第１の動作及び第２の
動作時において、配線１６２の電位とは異なる、トランジスタの閾値電圧を制御できる電
位を伝える機能を有する。例えば、トランジスタの閾値電圧を制御できる電位としては、
ＶＨ以下の電位、あるいはＶＬ以上の電位であることが好ましい。
【０１６５】
図１７乃至１９に示す半導体装置は、ＶＨに設定される配線と、ＶＬに設定される配線と
の間の貫通電流を低減することができる。よって、消費電力の低減を図ることができる。
また図２０に示す半導体装置は、トランジスタ１０１、１０２のバックゲートに与える電
位をゲートと等電位とし、トランジスタ１０１、１０２の電流供給能力を大きくすること
ができる。よって、配線１５２に伝える信号の立ち上がり時間及び立ち下がり時間を短く
することができる。
【０１６６】
＜まとめ＞
以上説明したように本発明の一態様は、実施の形態１及び２で回路の一例、動作の一例に
限らない。本発明の一態様は、別のトランジスタ、及び／又は別の容量素子、別途の配線
を設ける、あるいは省略することで、多様な回路構成とすることができる。
【０１６７】
（実施の形態４）
【０１６８】
本実施の形態では、上記実施の形態１乃至３で説明した、回路１００を用いたシフトレジ
スタの一例について説明する。
【０１６９】
図２１に示すシフトレジスタ２００は、上記実施の形態１乃至３で説明した回路１００に
相当する、回路２０１［ｉ］乃至回路２０１［ｉ＋２］（ｉは３以上の自然数）を有する
。回路２０１［ｉ］乃至回路２０１［ｉ＋２］は、それぞれトランジスタ１０１乃至１０
９、及び容量素子１１０を有する。
【０１７０】
なお図２１では、回路２０１［ｉ］乃至２０１［ｉ＋２］の出力信号をＯＵＴ［ｉ］乃至
ＯＵＴ［ｉ＋２］として図示している。なおＯＵＴ［ｉ］乃至ＯＵＴ［ｉ＋２］を伝える
配線は、配線２１８［ｉ］乃至２１８［ｉ＋２］として図示している。配線２１８［ｉ］
乃至２１８［ｉ＋２］は、上記実施の形態１乃至３で説明した配線１５２に相当する。ま
た、回路２０１［ｉ］の前段にあたる回路２０１［ｉ－１］（図示せず）の出力信号ＯＵ
Ｔ［ｉ－１］を伝える配線は、配線２１８［ｉ－１］として図示している。同様に、回路
２０１［ｉ＋２］の後段にあたる回路２０１［ｉ＋３］（図示せず）の出力信号ＯＵＴ［
ｉ＋３］を伝える配線は、配線２１８［ｉ＋３］として図示している。
【０１７１】
図２１では、回路２０１［ｉ］に伝える配線の一例として、配線２１１乃至２１７を示し
ている。
【０１７２】
配線２１１は、例えば回路２０１［ｉ］では、上記実施の形態１乃至３で説明した配線１
５８に相当する。配線２１１は、一例として、信号ＣＫ１を伝える機能を有する。信号Ｃ
Ｋ１は、第１乃至第３のクロック信号のいずれか一に相当する。
【０１７３】
配線２１２は、例えば回路２０１［ｉ］では、上記実施の形態１乃至３で説明した配線１
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５１に相当する。配線２１２は、一例として、信号ＣＫ２を伝える機能を有する。信号Ｃ
Ｋ２は、信号ＣＫ１とは異なる、第１乃至第３のクロック信号のいずれか一に相当する。
【０１７４】
配線２１３は、例えば回路２０１［ｉ］では、上記実施の形態１乃至３で説明した配線１
５６に相当する。配線２１３は、一例として、信号ＣＫ３を伝える機能を有する。信号Ｃ
Ｋ３は、信号ＣＫ１、ＣＫ２とは異なる、第１乃至第３のクロック信号のいずれか一に相
当する。
【０１７５】
配線２１４は、例えば回路２０１［ｉ］では、上記実施の形態１乃至３で説明した配線１
５４に相当する。配線２１４は、一例として、ＶＤＤに設定される機能を有する。ＶＤＤ
は、ＶＨに相当する。
【０１７６】
配線２１５は、例えば回路２０１［ｉ］では、上記実施の形態１乃至３で説明した配線１
５３に相当する。配線２１５は、一例として、ＶＳＳに設定される機能を有する。ＶＳＳ
は、ＶＬに相当する。
【０１７７】
配線２１６は、例えば回路２０１［ｉ］では、上記実施の形態１乃至３で説明した配線１
５５に相当する。配線２１６は、一例として、信号ＳＥＬ１を伝える機能を有する。信号
ＳＥＬ１は、第１の期間でハイレベル、例えばＶＤＤとなり、第２の期間でロウレベル、
例えばＶＳＳとなる信号である。
【０１７８】
配線２１７は、例えば回路２０１［ｉ］では、上記実施の形態１乃至３で説明した配線１
５７に相当する。配線２１７は、一例として、信号ＳＥＬ２を伝える機能を有する。信号
ＳＥＬ２は、第１の期間でロウレベル、例えばＶＳＳとなり、第２の期間でハイレベル、
例えばＶＤＤとなる信号である。
【０１７９】
シフトレジスタ２００は、第１の動作時において、例えば回路２０１［ｉ］では、回路２
０１［ｉ－１］（図示せず）の出力信号ＯＵＴ［ｉ－１］をシフトした、出力信号ＯＵＴ
［ｉ］を配線２１８［ｉ］に伝える機能を有する。同様に、例えば回路２０１［ｉ＋１］
では、回路２０１［ｉ］の出力信号ＯＵＴ［ｉ］をシフトした、出力信号ＯＵＴ［ｉ＋１
］を配線２１８［ｉ＋１］に伝える機能を有する。図２２に、第１の動作時における、信
号の波形について示す。回路２０１［ｉ－１］乃至２０１［ｉ＋３］での、第１の動作に
よる各トランジスタの動作については、実施の形態２の記載を参照すればよい。
【０１８０】
また、シフトレジスタ２００は、第２の動作時において、例えば回路２０１［ｉ＋１］で
は、回路２０１［ｉ＋２］の出力信号ＯＵＴ［ｉ＋２］をシフトした、出力信号ＯＵＴ［
ｉ＋１］を配線２１８［ｉ＋１］に伝える機能を有する。同様に、例えば回路２０１［ｉ
］では、回路２０１［ｉ＋１］の出力信号ＯＵＴ［ｉ＋１］をシフトした、出力信号ＯＵ
Ｔ［ｉ］を配線２１８［ｉ］に伝える機能を有する。図２２に、第２の動作時における、
信号の波形について示す。回路２０１［ｉ－１］乃至２０１［ｉ＋３］での、第２の動作
による各トランジスタの動作については、実施の形態２の記載を参照すればよい。
【０１８１】
図２２に例示するようにシフトレジスタ２００は、第１の動作時において、配線２１８［
ｉ］から配線２１８［ｉ＋１］に向かう第１の方向に、パルスをシフトするよう動作する
ことができる。同様に、第２の動作時において、配線２１８［ｉ＋１］から配線２１８［
ｉ］に向かう第２の方向に、パルスをシフトするよう動作することができる。このように
、シフトレジスタ２００は、特に双方向にパルスを順に出力できる、シフトレジスタとし
ての機能を有する。そしてシフトレジスタ２００では、パルスのシフト方向を、信号ＳＥ
Ｌ１又は信号ＳＥＬ２の、ハイレベル又はロウレベルとする切り替えによって変えること
ができる。ただし、シフトレジスタ２００が有する機能は、これに限定されない。
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【０１８２】
また図３３には、図２１で示した回路２０１［ｉ］のレイアウト図の一例を示す。図３３
では、ゲート電極と同じ層に設けられる第１の配線４０１、ソース電極及びドレイン電極
と同じ層に設けられる第２の配線４０２、半導体層４０３、第１の配線４０１と第２の配
線４０２とを接続するための開口部４０４の配置例について示している。
【０１８３】
半導体層４０３と第１の配線４０１とが重なり、半導体層の両端部において第２の配線４
０２が重なる領域が、トランジスタの占める領域となる。また、第１の配線４０１と第２
の配線４０２とが重なる領域が、容量素子の占める領域となる。図３３では、図２１で説
明したトランジスタ１０１乃至１０９、容量素子１１０の配置を示している。また図３３
では、配線２１１乃至２１７、配線２１８［ｉ－１］乃至配線２１８［ｉ＋１］の配置を
示している。
【０１８４】
なお図３３に示すレイアウトの例では、配線及び半導体層の上下関係について、下層から
半導体層４０３、第１の配線４０１、第２の配線４０２の順に重ねる例を示したが、これ
に限らず、第１の配線４０１を下層にしてもよいし、第２の配線４０２を下層にしてもよ
い。また半導体層４０３は、第１の配線４０１及び第２の配線４０２より幅が大きくなる
ように設けてもよいし、逆に半導体層４０３は、第１の配線４０１及び第２の配線４０２
より幅が小さくなるように設けてもよい。
【０１８５】
（実施の形態５）
本実施の形態では、本発明の一態様に係る半導体装置を適用可能な、表示装置について説
明する。
【０１８６】
図２３（Ａ）に例示する表示装置は、回路３００及び画素部１３０を有する。画素部１３
０には、Ｎ本（Ｎは３以上の自然数）の配線ＧＬ（ＧＬ［１］乃至ＧＬ［Ｎ］とも示す）
及びＭ（Ｍは自然数）本の配線ＳＬ（配線ＳＬ［１］乃至ＳＬ［Ｍ］とも示す）が設けら
れる。そして、Ｎ本の配線ＧＬ及びＭ本の配線ＳＬに対応して画素１３１が設けられる。
回路３００は、ゲートドライバ（ゲート線駆動回路、ゲート信号線駆動回路、走査線駆動
回路ともいう）としての機能を有する。Ｎ本の配線ＧＬは、ゲート線（ゲート信号線、走
査線ともいう）としての機能を有する。Ｍ本の配線ＳＬは、ビデオ信号を伝達する機能を
有する。つまり、Ｍ本の配線ＳＬは、ソース線（ソース信号線、信号線ともいう）として
の機能を有する。また、Ｍ本の配線ＳＬは、ソースドライバ（ソース線駆動回路、ソース
信号線駆動回路又は信号線駆動回路ともいう）としての機能を有する回路と接続される。
【０１８７】
なお、回路３００としては、実施の形態４において説明したシフトレジスタ２００を用い
ることが可能である。その場合、Ｎ本の配線ＧＬは、配線２１８に相当する。また、回路
３００が有するＮ個の回路３０１（回路３０１［１］乃至３０１［Ｎ］とも示す）として
は、実施の形態１乃至３において説明した回路１００を用いることが可能である。その場
合、Ｎ本の配線ＧＬは、配線１５２に相当する。
【０１８８】
画素１３１の選択又は非選択は配線ＧＬの電位に基づいて制御される。つまり、画素１３
１の選択又は非選択は回路３００によって制御される。画素１３１が選択されると、ビデ
オ信号が配線ＳＬから画素１３１に書き込まれる。そして、ビデオ信号が画素１３１に保
持されるとともに、画素１３１がビデオ信号に応じた表示を行う。その後、画素１３１が
非選択になると、画素１３１は保持したビデオ信号に応じた表示を続ける。
【０１８９】
次に、画素１３１の具体的な構成例について説明する。
【０１９０】
図２３（Ｂ）に例示する画素１３１は、トランジスタ１３２、液晶素子１３３及び容量素
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子１３４を有する。トランジスタ１３２は、第１の端子が配線ＳＬと接続され、第２の端
子が液晶素子１３３の第１の電極（画素電極ともいう）及び容量素子１３４の第１の電極
と電気的に接続され、ゲートが配線ＧＬと接続される。液晶素子１３３の第２の電極（コ
モン電極ともいう）は、複数の画素１３１の全て又は２つ以上において共通である。つま
り、第１の画素１３１の液晶素子１３３の第２の電極となる領域を有する導電体は、第２
の画素１３１の液晶素子１３３の第２の電極となる領域を有する。容量素子１３４の第２
の電極は、容量線としての機能を有する配線と接続される。容量素子１３４の第２の電極
は、複数の画素１３１の全て又は２つ以上において同じ配線と接続される。ただし、容量
素子１３４の第２の電極は、液晶素子１３３の第２の電極と接続されてもよい。トランジ
スタ１３２は、配線ＧＬの電位によってオン又はオフが制御される。トランジスタ１３２
がオンになると、配線ＳＬのビデオ信号が画素１３１に入力される。液晶素子１３３は、
液晶材料を有する。液晶材料の配向は、液晶素子１３３の第１の電極と液晶素子１３３の
第２の電極との電位差によって制御される。容量素子１３４は、ビデオ信号に応じた電荷
を蓄積する機能を有する。つまり、容量素子１３４は、液晶素子１３３の第１の電極の電
位をビデオ信号に応じた値に維持する機能を有する。
【０１９１】
図２３（Ｃ）に例示する画素１３１は、トランジスタ１３５、トランジスタ１３６、ＥＬ
素子１３７を有する。トランジスタ１３５は、第１の端子が配線ＳＬと接続され、第２の
端子がトランジスタ１３６のゲートと接続され、ゲートが配線ＧＬと接続される。トラン
ジスタ１３６は、第１の端子がＥＬ素子１３７に流れる電流を供給する機能を有する配線
と接続され、第２の端子がＥＬ素子１３７の第１の電極（画素電極ともいう）と接続され
る。ＥＬ素子１３７の第２の電極（共通電極ともいう）は、複数の画素１３１の全て又は
２つ以上において共通である。つまり、第１の画素１３１のＥＬ素子１３７の第２の電極
となる領域を有する導電体は、第２の画素１３１のＥＬ素子１３７の第２の電極となる領
域を有する。トランジスタ１３５は、配線ＧＬの電位によってオン又はオフが制御される
。トランジスタ１３５がオンになると、配線ＳＬのビデオ信号が画素１３１に入力される
。トランジスタ１３６は、ＥＬ素子１３７に電流を供給する機能を有する。トランジスタ
１３６がＥＬ素子１３７に供給する電流は、ビデオ信号に応じた値になる。ＥＬ素子１３
７は、トランジスタ１３６から供給される電流に応じて発光する機能を有する。
【０１９２】
画素１３１の構成は、図２３（Ｂ）及び図２３（Ｃ）に限定されない。画素１３１は、ゲ
ートが配線ＧＬと接続され、第１の端子が配線ＳＬと接続されるトランジスタと、当該ト
ランジスタを介して入力されるビデオ信号に基づいて表示を行う表示素子と、を有してい
ればよい。或いは、画素１３１は、ゲートが配線ＧＬと接続され、第１の端子が配線ＳＬ
と接続されるトランジスタと、当該トランジスタを介して入力されるビデオ信号に基づい
た電位又は電流が供給される画素電極と、を有していればよい。或いは、画素１３１は、
ゲートが配線ＧＬと接続され、第１の端子が配線ＳＬと接続されるトランジスタと、当該
トランジスタを介して入力されるビデオ信号に基づいた電流を表示素子又は画素電極に供
給するトランジスタと、を有していればよい。
【０１９３】
（実施の形態６）
本実施の形態では、上記回路１００のトランジスタ１０１乃至１０９に適用可能なトラン
ジスタの構成例について、図面を参照して説明する。
【０１９４】
＜トランジスタの構成例＞
図２４（Ａ）に、以下で例示するトランジスタ６００の上面概略図を示す。また図２４（
Ｂ）に図２４（Ａ）中に示す切断線Ａ－Ｂにおけるトランジスタ６００の断面概略図を示
す。図２４（Ａ）（Ｂ）で例示するトランジスタ６００はボトムゲート型のトランジスタ
である。
【０１９５】
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トランジスタ６００は、基板６０１上に設けられるゲート電極６０２と、基板６０１及び
ゲート電極６０２上に設けられる絶縁層６０３と、絶縁層６０３上にゲート電極６０２と
重なるように設けられる酸化物半導体層６０４と、酸化物半導体層６０４の上面に接する
一対の電極６０５ａ、６０５ｂとを有する。また、絶縁層６０３、酸化物半導体層６０４
、一対の電極６０５ａ、６０５ｂを覆う絶縁層６０６と、絶縁層６０６上に絶縁層６０７
が設けられている。
【０１９６】
基板６０１の材質などに大きな制限はないが、少なくとも、後の熱処理に耐えうる程度の
耐熱性を有する材料を用いる。例えば、ガラス基板、セラミック基板、石英基板、サファ
イヤ基板、ＹＳＺ（イットリア安定化ジルコニア）基板等を、基板６０１として用いても
よい。また、シリコンや炭化シリコンを材料とした単結晶半導体基板、多結晶半導体基板
、シリコンゲルマニウムを材料とした化合物半導体基板、ＳＯＩ基板等を適用することも
可能である。また、これらの基板上に半導体素子が設けられたものを、基板６０１として
用いてもよい。
【０１９７】
また、基板６０１として、プラスチックなどの可撓性基板を用い、該可撓性基板上に直接
、トランジスタ６００を形成してもよい。または、基板６０１とトランジスタ６００の間
に剥離層を設けてもよい。剥離層は、その上層にトランジスタの一部あるいは全部を形成
した後、基板６０１より分離し、他の基板に転載するのに用いることができる。その結果
、トランジスタ６００は耐熱性の劣る基板や可撓性の基板にも転載できる。
【０１９８】
ゲート電極６０２は、アルミニウム、クロム、銅、タンタル、チタン、モリブデン、タン
グステンから選ばれた金属、または上述した金属を成分とする合金か、上述した金属を組
み合わせた合金等を用いて形成することができる。また、マンガン、ジルコニウムのいず
れか一または複数から選択された金属を用いてもよい。また、ゲート電極６０２は、単層
構造でも、二層以上の積層構造としてもよい。例えば、シリコンを含むアルミニウム膜の
単層構造、アルミニウム膜上にチタン膜を積層する二層構造、窒化チタン膜上にチタン膜
を積層する二層構造、窒化チタン膜上にタングステン膜を積層する二層構造、窒化タンタ
ル膜または窒化タングステン膜上にタングステン膜を積層する二層構造、チタン膜と、そ
のチタン膜上にアルミニウム膜を積層し、さらにその上にチタン膜を形成する三層構造等
がある。また、アルミニウムに、チタン、タンタル、タングステン、モリブデン、クロム
、ネオジム、スカンジウムから選ばれた一または複数の金属を組み合わせた合金膜、もし
くは窒化膜を用いてもよい。
【０１９９】
また、ゲート電極６０２は、インジウム錫酸化物、酸化タングステンを含むインジウム酸
化物、酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物、酸化チタンを含むインジウム酸化
物、酸化チタンを含むインジウム錫酸化物、インジウム亜鉛酸化物、酸化シリコンを添加
したインジウム錫酸化物等の透光性を有する導電性材料を適用することもできる。また、
上記透光性を有する導電性材料と、上記金属の積層構造とすることもできる。
【０２００】
また、ゲート電極６０２と絶縁層６０３との間に、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸窒化物半導体膜
、Ｉｎ－Ｓｎ系酸窒化物半導体膜、Ｉｎ－Ｇａ系酸窒化物半導体膜、Ｉｎ－Ｚｎ系酸窒化
物半導体膜、Ｓｎ系酸窒化物半導体膜、Ｉｎ系酸窒化物半導体膜、金属窒化膜（ＩｎＮ、
ＺｎＮ等）等を設けてもよい。これらの材料は５ｅＶ以上、好ましくは５．５ｅＶ以上の
仕事関数であり、トランジスタのしきい値電圧をプラスにすることができ、所謂ノーマリ
ーオフのスイッチング素子を実現できる。例えば、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸窒化物半導体膜
を用いる場合、少なくとも酸化物半導体層６０４より高い窒素濃度、具体的には７原子％
以上のＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸窒化物半導体膜を用いる。
【０２０１】
絶縁層６０３は、ゲート絶縁膜として機能する。酸化物半導体層６０４の下面と接する絶
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縁層６０３は、酸化物絶縁膜であることが好ましい。
【０２０２】
絶縁層６０３は、例えば酸化シリコン、酸化窒化シリコン、窒化酸化シリコン、窒化シリ
コン、酸化アルミニウム、酸化ハフニウム、酸化ガリウムまたはＧａ－Ｚｎ系金属酸化物
などを用いればよく、積層または単層で設ける。
【０２０３】
また、絶縁層６０３として、ハフニウムシリケート（ＨｆＳｉＯｘ）、窒素が添加された
ハフニウムシリケート（ＨｆＳｉｘＯｙＮｚ）、窒素が添加されたハフニウムアルミネー
ト（ＨｆＡｌｘＯｙＮｚ）、酸化ハフニウム、酸化イットリウムなどのｈｉｇｈ－ｋ材料
を用いることでトランジスタのゲートリークを低減できる。
【０２０４】
一対の電極６０５ａ及び６０５ｂは、トランジスタのソース電極またはドレイン電極とし
て機能する。
【０２０５】
一対の電極６０５ａ、６０５ｂは、導電材料として、アルミニウム、チタン、クロム、ニ
ッケル、銅、イットリウム、ジルコニウム、モリブデン、銀、タンタル、またはタングス
テンなどの金属、またはこれを主成分とする合金を単層構造または積層構造として用いる
ことができる。例えば、シリコンを含むアルミニウム膜の単層構造、アルミニウム膜上に
チタン膜を積層する二層構造、タングステン膜上にチタン膜を積層する二層構造、銅－マ
グネシウム－アルミニウム合金膜上に銅膜を積層する二層構造、チタン膜または窒化チタ
ン膜と、そのチタン膜または窒化チタン膜上に重ねてアルミニウム膜または銅膜を積層し
、さらにその上にチタン膜または窒化チタン膜を形成する三層構造、モリブデン膜または
窒化モリブデン膜と、そのモリブデン膜または窒化モリブデン膜上に重ねてアルミニウム
膜または銅膜を積層し、さらにその上にモリブデン膜または窒化モリブデン膜を形成する
三層構造等がある。なお、酸化インジウム、酸化錫または酸化亜鉛を含む透明導電材料を
用いてもよい。
【０２０６】
絶縁層６０６は、化学量論的組成を満たす酸素よりも多くの酸素を含む酸化物絶縁膜を用
いることが好ましい。化学量論的組成を満たす酸素よりも多くの酸素を含む酸化物絶縁膜
は、加熱により一部の酸素が脱離する。化学量論的組成を満たす酸素よりも多くの酸素を
含む酸化物絶縁膜は、昇温脱離ガス分光法（ＴＤＳ：Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｄｅｓｏｒｐｔｉ
ｏｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ）分析にて、酸素原子に換算した際の酸素の脱離量が１
．０×１０１８ａｔｏｍｓ／ｃｍ３以上、好ましくは３．０×１０２０ａｔｏｍｓ／ｃｍ
３以上である酸化物絶縁膜である。なお、上記ＴＤＳ分析時における膜の表面温度として
は１００℃以上７００℃以下、または１００℃以上５００℃以下の範囲が好ましい。
【０２０７】
絶縁層６０６としては、酸化シリコン、酸化窒化シリコン等を用いることができる。
【０２０８】
なお、絶縁層６０６は、後に形成する絶縁層６０７を形成する際の、酸化物半導体層６０
４へのダメージ緩和膜としても機能する。
【０２０９】
また、絶縁層６０６と酸化物半導体層６０４の間に、酸素を透過する酸化物膜を設けても
よい。
【０２１０】
酸素を透過する酸化物膜としては、酸化シリコン、酸化窒化シリコン等を用いることがで
きる。なお、本明細書中において、酸化窒化シリコン膜とは、その組成として、窒素より
も酸素の含有量が多い膜を指し、窒化酸化シリコン膜とは、その組成として、酸素よりも
窒素の含有量が多い膜を指す。
【０２１１】
絶縁層６０７は、酸素、水素、水等のブロッキング効果を有する絶縁膜を用いることがで
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きる。絶縁層６０６上に絶縁層６０７を設けることで、酸化物半導体層６０４からの酸素
の外部への拡散と、外部から酸化物半導体層６０４への水素、水等の侵入を防ぐことがで
きる。酸素、水素、水等のブロッキング効果を有する絶縁膜としては、窒化シリコン、窒
化酸化シリコン、酸化アルミニウム、酸化窒化アルミニウム、酸化ガリウム、酸化窒化ガ
リウム、酸化イットリウム、酸化窒化イットリウム、酸化ハフニウム、酸化窒化ハフニウ
ム等がある。
【０２１２】
＜トランジスタの作製方法例＞
続いて、図２４に例示するトランジスタ６００の作製方法の一例について説明する。
【０２１３】
まず、図２５（Ａ）に示すように、基板６０１上にゲート電極６０２を形成し、ゲート電
極６０２上に絶縁層６０３を形成する。
【０２１４】
ここでは、基板６０１としてガラス基板を用いる。
【０２１５】
ゲート電極６０２の形成方法を以下に示す。はじめに、スパッタリング法、ＣＶＤ法、蒸
着法等により導電膜を形成し、導電膜上に第１のフォトマスクを用いてフォトリソグラフ
ィ工程によりレジストマスクを形成する。次に、該レジストマスクを用いて導電膜の一部
をエッチングして、ゲート電極６０２を形成する。その後、レジストマスクを除去する。
【０２１６】
なお、ゲート電極６０２は、上記形成方法の代わりに、電解メッキ法、印刷法、インクジ
ェット法等で形成してもよい。
【０２１７】
絶縁層６０３は、スパッタリング法、ＰＥＣＶＤ法、蒸着法等で形成する。
【０２１８】
絶縁層６０３として酸化シリコン膜、酸化窒化シリコン膜、または窒化酸化シリコン膜を
形成する場合、原料ガスとしては、シリコンを含む堆積性気体及び酸化性気体を用いるこ
とが好ましい。シリコンを含む堆積性気体の代表例としては、シラン、ジシラン、トリシ
ラン、フッ化シラン等がある。酸化性気体としては、酸素、オゾン、一酸化二窒素、二酸
化窒素等がある。
【０２１９】
また、絶縁層６０３として窒化シリコン膜を形成する場合、２段階の形成方法を用いるこ
とが好ましい。はじめに、シラン、窒素、及びアンモニアの混合ガスを原料ガスとして用
いたプラズマＣＶＤ法により、欠陥の少ない第１の窒化シリコン膜を形成する。次に、原
料ガスを、シラン及び窒素の混合ガスに切り替えて、水素濃度が少なく、且つ水素をブロ
ッキングすることが可能な第２の窒化シリコン膜を成膜する。このような形成方法により
、絶縁層６０３として、欠陥が少なく、且つ水素ブロッキング性を有する窒化シリコン膜
を形成することができる。
【０２２０】
また、絶縁層６０３として酸化ガリウム膜を形成する場合、ＭＯＣＶＤ（Ｍｅｔａｌ　Ｏ
ｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）法を用いて形成
することができる。
【０２２１】
次に、図２５（Ｂ）に示すように、絶縁層６０３上に酸化物半導体層６０４を形成する。
【０２２２】
酸化物半導体層６０４の形成方法を以下に示す。はじめに、酸化物半導体膜を形成する。
続いて、酸化物半導体膜上に第２のフォトマスクを用いてフォトリソグラフィ工程により
レジストマスクを形成する。次に、該レジストマスクを用いて酸化物半導体膜の一部をエ
ッチングして、酸化物半導体層６０４を形成する。その後、レジストマスクを除去する。
【０２２３】
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この後、加熱処理を行ってもよい。加熱処理を行う場合には、酸素を含む雰囲気下で行う
ことが好ましい。また、上記加熱処理の温度としては、例えば、１５０℃以上６００℃以
下、好ましくは２００℃以上５００℃以下とすればよい。
【０２２４】
次に、図２５（Ｃ）に示すように、一対の電極６０５ａ、６０５ｂを形成する。
【０２２５】
一対の電極６０５ａ、６０５ｂの形成方法を以下に示す。はじめに、スパッタリング法、
ＰＥＣＶＤ法、蒸着法等で導電膜を形成する。次に、該導電膜上に第３のフォトマスクを
用いてフォトリソグラフィ工程によりレジストマスクを形成する。次に、該レジストマス
クを用いて導電膜の一部をエッチングして、一対の電極６０５ａ、６０５ｂを形成する。
その後、レジストマスクを除去する。
【０２２６】
なお、図２５（Ｃ）に示すように、導電膜のエッチングの際に酸化物半導体層６０４の上
部の一部がエッチングされ、薄膜化することがある。そのため、酸化物半導体層６０４の
形成時、酸化物半導体膜の厚さを予め厚く設定しておくことが好ましい。
【０２２７】
次に、図２５（Ｄ）に示すように、酸化物半導体層６０４及び一対の電極６０５ａ、６０
５ｂ上に、絶縁層６０６を形成し、続いて絶縁層６０６上に絶縁層６０７を形成する。
【０２２８】
絶縁層６０６として酸化シリコン膜または酸化窒化シリコン膜を形成する場合、原料ガス
としては、シリコンを含む堆積性気体及び酸化性気体を用いることが好ましい。シリコン
を含む堆積性気体の代表例としては、シラン、ジシラン、トリシラン、フッ化シラン等が
ある。酸化性気体としては、酸素、オゾン、一酸化二窒素、二酸化窒素等がある。
【０２２９】
例えば、プラズマＣＶＤ装置の真空排気された処理室内に載置された基板を１８０℃以上
２６０℃以下、さらに好ましくは２００℃以上２４０℃以下に保持し、処理室に原料ガス
を導入して処理室内における圧力を１００Ｐａ以上２５０Ｐａ以下、さらに好ましくは１
００Ｐａ以上２００Ｐａ以下とし、処理室内に設けられる電極に０．１７Ｗ／ｃｍ２以上
０．５Ｗ／ｃｍ２以下、さらに好ましくは０．２５Ｗ／ｃｍ２以上０．３５Ｗ／ｃｍ２以
下の高周波電力を供給する条件により、酸化シリコン膜または酸化窒化シリコン膜を形成
する。
【０２３０】
成膜条件として、上記圧力の処理室において上記パワー密度の高周波電力を供給すること
で、プラズマ中で原料ガスの分解効率が高まり、酸素ラジカルが増加し、原料ガスの酸化
が進むため、酸化物絶縁膜中における酸素含有量が化学量論比よりも多くなる。しかしな
がら、基板温度が、上記温度であると、シリコンと酸素の結合力が弱いため、加熱により
酸素の一部が脱離する。この結果、化学量論的組成を満たす酸素よりも多くの酸素を含み
、加熱により酸素の一部が脱離する酸化物絶縁膜を形成することができる。
【０２３１】
また、酸化物半導体層６０４と絶縁層６０６の間に酸化物絶縁膜を設ける場合には、絶縁
層６０６の形成工程において、該酸化物絶縁膜が酸化物半導体層６０４の保護膜となる。
この結果、酸化物半導体層６０４へのダメージを低減しつつ、パワー密度の高い高周波電
力を用いて絶縁層６０６を形成することができる。
【０２３２】
例えば、ＰＥＣＶＤ装置の真空排気された処理室内に載置された基板を１８０℃以上４０
０℃以下、さらに好ましくは２００℃以上３７０℃以下に保持し、処理室に原料ガスを導
入して処理室内における圧力を２０Ｐａ以上２５０Ｐａ以下、さらに好ましくは１００Ｐ
ａ以上２５０Ｐａ以下とし、処理室内に設けられる電極に高周波電力を供給する条件によ
り、酸化物絶縁膜として酸化シリコン膜または酸化窒化シリコン膜を形成することができ
る。また、処理室の圧力を１００Ｐａ以上２５０Ｐａ以下とすることで、該酸化物絶縁膜
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を成膜する際に、酸化物半導体層６０４へのダメージを低減することが可能である。
【０２３３】
酸化物絶縁膜の原料ガスとしては、シリコンを含む堆積性気体及び酸化性気体を用いるこ
とが好ましい。シリコンを含む堆積性気体の代表例としては、シラン、ジシラン、トリシ
ラン、フッ化シラン等がある。酸化性気体としては、酸素、オゾン、一酸化二窒素、二酸
化窒素等がある。
【０２３４】
絶縁層６０７は、スパッタリング法、ＰＥＣＶＤ法等で形成することができる。
【０２３５】
絶縁層６０７として窒化シリコン膜、または窒化酸化シリコン膜を形成する場合、原料ガ
スとしては、シリコンを含む堆積性気体、酸化性気体、及び窒素を含む気体を用いること
が好ましい。シリコンを含む堆積性気体の代表例としては、シラン、ジシラン、トリシラ
ン、フッ化シラン等がある。酸化性気体としては、酸素、オゾン、一酸化二窒素、二酸化
窒素等がある。窒素を含む気体としては、窒素、アンモニア等がある。
【０２３６】
以上の工程により、トランジスタ６００を形成することができる。
【０２３７】
＜トランジスタの変形例＞
以下では、トランジスタ６００と一部が異なるトランジスタの構成例について説明する。
【０２３８】
図２６（Ａ）に、以下で例示するトランジスタ６１０の断面概略図を示す。トランジスタ
６１０は、酸化物半導体層の構成が異なる点で、トランジスタ６００と相違している。
【０２３９】
トランジスタ６１０が有する酸化物半導体層６１４は、酸化物半導体層６１４ａと酸化物
半導体層６１４ｂとが積層されて構成される。
【０２４０】
なお、酸化物半導体層６１４ａと酸化物半導体層６１４ｂの境界は不明瞭である場合があ
るため、図２６（Ａ）等の図中には、これらの境界を破線で示している。
【０２４１】
酸化物半導体層６１４ａは、代表的にはＩｎ－Ｇａ酸化物、Ｉｎ－Ｚｎ酸化物、Ｉｎ－Ｍ
－Ｚｎ酸化物（ＭはＡｌ、Ｔｉ、Ｇａ、Ｙ、Ｚｒ、Ｌａ、Ｃｅ、Ｎｄ、またはＨｆ）を用
いる。また、酸化物半導体層６１４ａがＩｎ－Ｍ－Ｚｎ酸化物であるとき、ＺｎおよびＯ
を除いてのＩｎおよびＭの原子数比率は、好ましくは、Ｉｎが５０ａｔｏｍｉｃ％未満、
Ｍが５０ａｔｏｍｉｃ％以上、さらに好ましくは、Ｉｎが２５ａｔｏｍｉｃ％未満、Ｍが
７５ａｔｏｍｉｃ％以上とする。また例えば、酸化物半導体層６１４ａは、エネルギーギ
ャップが２ｅＶ以上、好ましくは２．５ｅＶ以上、より好ましくは３ｅＶ以上である材料
を用いる。
【０２４２】
酸化物半導体層６１４ｂはＩｎ若しくはＧａを含み、代表的には、Ｉｎ－Ｇａ酸化物、Ｉ
ｎ－Ｚｎ酸化物、Ｉｎ－Ｍ－Ｚｎ酸化物（ＭはＡｌ、Ｔｉ、Ｇａ、Ｙ、Ｚｒ、Ｌａ、Ｃｅ
、ＮｄまたはＨｆ）であり、且つ酸化物半導体層６１４ａよりも伝導帯の下端のエネルギ
ーが真空準位に近く、代表的には、酸化物半導体層６１４ｂの伝導帯の下端のエネルギー
と、酸化物半導体層６１４ａの伝導帯の下端のエネルギーとの差が、０．０５ｅＶ以上、
０．０７ｅＶ以上、０．１ｅＶ以上、または０．１５ｅＶ以上、且つ２ｅＶ以下、１ｅＶ
以下、０．５ｅＶ以下、または０．４ｅＶ以下とすることが好ましい。
【０２４３】
また、酸化物半導体層６１４ｂがＩｎ－Ｍ－Ｚｎ酸化物であるとき、Ｚｎ及びＯを除いて
のＩｎとＭの原子数比率は、好ましくは、Ｉｎが２５ａｔｏｍｉｃ％以上、Ｍが７５ａｔ
ｏｍｉｃ％未満、さらに好ましくは、Ｉｎが３４ａｔｏｍｉｃ％以上、Ｍが６６ａｔｏｍ
ｉｃ％未満とする。
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【０２４４】
例えば、酸化物半導体層６１４ａとしてＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：１、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚ
ｎ＝１：１：１．２、またはＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝３：１：２の原子数比のＩｎ－Ｇａ－Ｚ
ｎ酸化物を用いることができる。また、酸化物半導体層６１４ｂとしてＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ
＝１：３：２、１：６：４、または１：９：６の原子数比のＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ酸化物を用
いることができる。なお、酸化物半導体層６１４ａ、及び酸化物半導体層６１４ｂの原子
数比はそれぞれ、誤差として上記の原子数比のプラスマイナス２０％の変動を含む。
【０２４５】
上層に設けられる酸化物半導体層６１４ｂに、スタビライザーとして機能するＧａの含有
量の多い酸化物を用いることにより、酸化物半導体層６１４ａ、及び酸化物半導体層６１
４ｂからの酸素の放出を抑制することができる。
【０２４６】
なお、これらに限られず、必要とするトランジスタの半導体特性及び電気特性（電界効果
移動度、閾値電圧等）に応じて適切な組成のものを用いればよい。また、必要とするトラ
ンジスタの半導体特性を得るために、酸化物半導体層６１４ａ、酸化物半導体層６１４ｂ
のキャリア密度や不純物濃度、欠陥密度、金属元素と酸素の原子数比、原子間距離、密度
等を適切なものとすることが好ましい。
【０２４７】
なお、上記では酸化物半導体層６１４として、２つの酸化物半導体層が積層された構成を
例示したが、３つ以上の酸化物半導体層を積層する構成としてもよい。
【０２４８】
図２６（Ｂ）に、以下で例示するトランジスタ６２０の断面概略図を示す。トランジスタ
６２０は、酸化物半導体層の構成が異なる点で、トランジスタ６００及びトランジスタ６
１０と相違している。
【０２４９】
トランジスタ６２０が有する酸化物半導体層６２４は、酸化物半導体層６２４ａ、酸化物
半導体層６２４ｂ、酸化物半導体層６２４ｃが順に積層されて構成される。
【０２５０】
酸化物半導体層６２４ａ及び酸化物半導体層６２４ｂは、絶縁層６０３上に積層して設け
られる。また酸化物半導体層６２４ｃは、酸化物半導体層６２４ｂの上面、並びに一対の
電極６０５ａ、６０５ｂの上面及び側面に接して設けられる。
【０２５１】
例えば、酸化物半導体層６２４ｂとして、上記＜トランジスタの変形例＞で例示した酸化
物半導体層６１４ａと同様の構成を用いることができる。また例えば、酸化物半導体層６
２４ａ、６２４ｃとして、上記＜トランジスタの変形例＞で例示した酸化物半導体層６１
４ｂと同様の構成を用いることができる。
【０２５２】
例えば、酸化物半導体層６２４ｂの下層に設けられる酸化物半導体層６２４ａ、及び上層
に設けられる酸化物半導体層６２４ｃに、スタビライザーとして機能するＧａの含有量の
多い酸化物を用いることにより、酸化物半導体層６２４ａ、酸化物半導体層６２４ｂ、及
び酸化物半導体層６２４ｃからの酸素の放出を抑制することができる。
【０２５３】
また、例えば酸化物半導体層６２４ｂに主としてチャネルが形成される場合に、酸化物半
導体層６２４ｂにＩｎの含有量の多い酸化物を用い、酸化物半導体層６２４ｂと接して一
対の電極６０５ａ、６０５ｂを設けることにより、トランジスタ６２０のオン電流を増大
させることができる。
【０２５４】
＜トランジスタの他の構成例＞
以下では、本発明の一態様の酸化物半導体膜を適用可能な、トップゲート型のトランジス
タの構成例について説明する。
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【０２５５】
なお、以下では、上記と同様の構成、または同様の機能を有する構成要素においては、同
一の符号を付し、重複する説明は省略する。
【０２５６】
図２７（Ａ）に、以下で例示するトップゲート型のトランジスタ６５０の断面概略図を示
す。
【０２５７】
トランジスタ６５０は、絶縁層６５１が設けられた基板６０１上に設けられる酸化物半導
体層６０４と、酸化物半導体層６０４の上面に接する一対の電極６０５ａ、６０５ｂと、
酸化物半導体層６０４、一対の電極６０５ａ、６０５ｂ上に設けられる絶縁層６０３と、
絶縁層６０３上に酸化物半導体層６０４と重なるように設けられるゲート電極６０２とを
有する。また、絶縁層６０３及びゲート電極６０２を覆って絶縁層６５２が設けられてい
る。
【０２５８】
絶縁層６５１は、基板６０１から酸化物半導体層６０４への不純物の拡散を抑制する機能
を有する。例えば、上記絶縁層６０７と同様の構成を用いることができる。なお、絶縁層
６５１は、不要であれば設けなくてもよい。
【０２５９】
絶縁層６５２には、上記絶縁層６０７と同様、酸素、水素、水等のブロッキング効果を有
する絶縁膜を適用することができる。なお、絶縁層６０７は不要であれば設けなくてもよ
い。
【０２６０】
以下では、トランジスタ６５０と一部が異なるトランジスタの構成例について説明する。
【０２６１】
図２７（Ｂ）に、以下で例示するトランジスタ６６０の断面概略図を示す。トランジスタ
６６０は、酸化物半導体層の構成が異なる点で、トランジスタ６５０と相違している。
【０２６２】
トランジスタ６６０が有する酸化物半導体層６６４は、酸化物半導体層６６４ａ、酸化物
半導体層６６４ｂ、及び酸化物半導体層６６４ｃが順に積層されて構成されている。
【０２６３】
酸化物半導体層６６４ａ、酸化物半導体層６６４ｂ、酸化物半導体層６６４ｃのうち、い
ずれか一、またはいずれか二、または全部に、先に説明した酸化物半導体膜を適用するこ
とができる。
【０２６４】
例えば、酸化物半導体層６６４ｂとして、上記＜トランジスタの変形例＞で例示した酸化
物半導体層６１４ａと同様の構成を用いることができる。また例えば、酸化物半導体層６
６４ａ、６６４ｃとして、上記＜トランジスタの変形例＞で例示した酸化物半導体層６１
４ｂと同様の構成を用いることができる。
【０２６５】
また、酸化物半導体層６６４ｂの下層に設けられる酸化物半導体層６６４ａ、及び上層に
設けられる酸化物半導体層６６４ｃに、スタビライザーとして機能するＧａの含有量の多
い酸化物を用いることにより、酸化物半導体層６６４ａ、酸化物半導体層６６４ｂ、酸化
物半導体層６６４ｃからの酸素の放出を抑制することができる。
【０２６６】
以下では、トランジスタ６５０と一部が異なるトランジスタの構成例について説明する。
【０２６７】
図２７（Ｃ）に、以下で例示するトランジスタ６７０の断面概略図を示す。トランジスタ
６７０は、酸化物半導体層６０４に接する一対の電極６０５ａ、６０５ｂの形状、及びゲ
ート電極６０２の形状等で、トランジスタ６５０と相違している。
【０２６８】
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トランジスタ６７０は、絶縁層６５１が設けられた基板６０１上に設けられる酸化物半導
体層６０４と、酸化物半導体層６０４上の絶縁層６０３と、絶縁層６０３上のゲート電極
６０２と、絶縁層６５１及び酸化物半導体層６０４上の絶縁層６５４と、絶縁層６５４上
の絶縁層６５６と、絶縁層６５４、６５６に設けられる開口部を介して酸化物半導体層６
０４に電気的に接続される一対の電極６０５ａ、６０５ｂと、絶縁層６５６及び一対の電
極６０５ａ、６０５ｂ上の絶縁層６５２と、を有する。
【０２６９】
絶縁層６５４としては、例えば水素を含む絶縁膜で形成される。該水素を含む絶縁膜とし
ては、窒化シリコン膜等が挙げられる。絶縁層６５４に含まれる水素は、酸化物半導体層
６０４中の酸素欠損と結合することで、酸化物半導体層６０４中でキャリアとなる。した
がって、図２７（Ｃ）に示す構成においては、酸化物半導体層６０４と絶縁層６５４が接
する領域をｎ型領域６０４ｂ及びｎ型領域６０４ｃとして表している。なお、ｎ型領域６
０４ｂとｎ型領域６０４ｃに挟まれる領域は、チャネル領域６０４ａとなる。
【０２７０】
酸化物半導体層６０４中にｎ型領域６０４ｂ、６０４ｃを設けることで、一対の電極６０
５ａ、６０５ｂとの接触抵抗を低減させることができる。なお、ｎ型領域６０４ｂ、６０
４ｃとしては、ゲート電極６０２の形成時、及びゲート電極６０２を覆う絶縁層６５４を
用いて自己整合的に形成することができる。図２７（Ｃ）に示すトランジスタ６７０は、
所謂セルフアライン型のトップゲート型のトランジスタである。セルフアライン型のトッ
プゲート型のトランジスタ構造とすることで、ゲート電極６０２と、ソース電極及びドレ
イン電極として機能する一対の電極６０５ａ、６０５ｂと、の重なりが生じないため、電
極間に生じる寄生容量を低減することができる。
【０２７１】
また、トランジスタ６７０が有する絶縁層６５６としては、例えば、酸化窒化シリコン膜
等により形成することができる。
【０２７２】
（実施の形態７）
本実施の形態では、上記実施の形態で説明したＯＳトランジスタについて説明する。
【０２７３】
＜ＯＳトランジスタの特性＞
ＯＳトランジスタは、酸化物半導体中の不純物濃度を低減し、酸化物半導体を真性または
実質的に真性にすることでオフ電流を低くすることができる。ここで、実質的に真性とは
、酸化物半導体中のキャリア密度が、１×１０１７／ｃｍ３未満であること、１×１０１

５／ｃｍ３未満であること、あるいは１×１０１３／ｃｍ３未満であることを指す。酸化
物半導体において、水素、窒素、炭素、シリコン、および主成分以外の金属元素は不純物
となる。例えば、水素および窒素はドナー準位の形成に寄与し、キャリア密度を増大させ
てしまう。
【０２７４】
真性または実質的に真性にした酸化物半導体を用いたトランジスタは、キャリア密度が低
いため、閾値電圧がマイナスとなる電気特性になることが少ない。また、当該酸化物半導
体を用いたトランジスタは、酸化物半導体のキャリアトラップが少ないため、電気特性の
変動が小さく、信頼性の高いトランジスタとなる。また、当該酸化物半導体を用いたトラ
ンジスタは、オフ電流を非常に低くすることが可能となる。
【０２７５】
なおオフ電流を低くしたＯＳトランジスタでは、室温（２５℃程度）にてチャネル幅１μ
ｍあたりのオフ電流が１×１０－１８Ａ以下、１×１０－２１Ａ以下、あるいは１×１０
－２４Ａ以下、又は８５℃にて１×１０－１５Ａ以下、１×１０－１８Ａ以下、あるいは
１×１０－２１Ａ以下とすることができる。
【０２７６】
＜オフ電流＞
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本明細書において、特に断りがない場合、オフ電流とは、トランジスタがオフ状態（非導
通状態、遮断状態、ともいう）にあるときのドレイン電流をいう。オフ状態とは、特に断
りがない場合、ｎチャネル型トランジスタでは、ゲートとソースの間の電圧Ｖｇｓが閾値
電圧Ｖｔｈよりも低い状態、ｐチャネル型トランジスタでは、ゲートとソースの間の電圧
Ｖｇｓが閾値電圧Ｖｔｈよりも高い状態をいう。例えば、ｎチャネル型のトランジスタの
オフ電流とは、ゲートとソースの間の電圧Ｖｇｓが閾値電圧Ｖｔｈよりも低いときのドレ
イン電流を言う場合がある。
【０２７７】
トランジスタのオフ電流は、Ｖｇｓに依存する場合がある。従って、トランジスタのオフ
電流がＩ以下である、とは、トランジスタのオフ電流がＩ以下となるＶｇｓの値が存在す
ることを言う場合がある。トランジスタのオフ電流は、所定のＶｇｓにおけるオフ状態、
所定の範囲内のＶｇｓにおけるオフ状態、または、十分に低減されたオフ電流が得られる
Ｖｇｓにおけるオフ状態、等におけるオフ電流を指す場合がある。
【０２７８】
一例として、閾値電圧Ｖｔｈが０．５Ｖであり、Ｖｇｓが０．５Ｖにおけるドレイン電流
が１×１０－９Ａであり、Ｖｇｓが０．１Ｖにおけるドレイン電流が１×１０－１３Ａで
あり、Ｖｇｓがー０．５Ｖにおけるドレイン電流が１×１０－１９Ａであり、Ｖｇｓがー
０．８Ｖにおけるドレイン電流が１×１０－２２Ａであるようなｎチャネル型トランジス
タを想定する。当該トランジスタのドレイン電流は、Ｖｇｓが－０．５Ｖにおいて、また
は、Ｖｇｓが－０．５Ｖ乃至－０．８Ｖの範囲において、１×１０－１９Ａ以下であるか
ら、当該トランジスタのオフ電流は１×１０－１９Ａ以下である、と言う場合がある。当
該トランジスタのドレイン電流が１×１０－２２Ａ以下となるＶｇｓが存在するため、当
該トランジスタのオフ電流は１×１０－２２Ａ以下である、と言う場合がある。
【０２７９】
本明細書では、チャネル幅Ｗを有するトランジスタのオフ電流を、チャネル幅Ｗあたりを
流れる電流値で表す場合がある。また、所定のチャネル幅（例えば１μｍ）あたりを流れ
る電流値で表す場合がある。後者の場合、オフ電流の単位は、電流／長さの次元を持つ単
位（例えば、Ａ／μｍ）で表される場合がある。
【０２８０】
トランジスタのオフ電流は、温度に依存する場合がある。本明細書において、オフ電流は
、特に記載がない場合、室温、６０℃、８５℃、９５℃、または１２５℃におけるオフ電
流を表す場合がある。または、当該トランジスタが含まれる半導体装置等の信頼性が保証
される温度、または、当該トランジスタが含まれる半導体装置等が使用される温度（例え
ば、５℃乃至３５℃のいずれか一の温度）におけるオフ電流、を表す場合がある。トラン
ジスタのオフ電流がＩ以下である、とは、室温、６０℃、８５℃、９５℃、１２５℃、当
該トランジスタが含まれる半導体装置の信頼性が保証される温度、または、当該トランジ
スタが含まれる半導体装置等が使用される温度（例えば、５℃乃至３５℃のいずれか一の
温度）、におけるトランジスタのオフ電流がＩ以下となるＶｇｓの値が存在することを指
す場合がある。
【０２８１】
トランジスタのオフ電流は、ドレインとソースの間の電圧Ｖｄｓに依存する場合がある。
本明細書において、オフ電流は、特に記載がない場合、Ｖｄｓが０．１Ｖ、０．８Ｖ、１
Ｖ、１．２Ｖ、１．８Ｖ，２．５Ｖ，３Ｖ、３．３Ｖ、１０Ｖ、１２Ｖ、１６Ｖ、または
２０Ｖにおけるオフ電流を表す場合がある。または、当該トランジスタが含まれる半導体
装置等の信頼性が保証されるＶｄｓ、または、当該トランジスタが含まれる半導体装置等
において使用されるＶｄｓにおけるオフ電流、を表す場合がある。トランジスタのオフ電
流がＩ以下である、とは、Ｖｄｓが０．１Ｖ、０．８Ｖ、１Ｖ、１．２Ｖ、１．８Ｖ，２
．５Ｖ，３Ｖ、３．３Ｖ、１０Ｖ、１２Ｖ、１６Ｖ、２０Ｖ、当該トランジスタが含まれ
る半導体装置の信頼性が保証されるＶｄｓ、または、当該トランジスタが含まれる半導体
装置等において使用されるＶｄｓ、におけるトランジスタのオフ電流がＩ以下となるＶｇ
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ｓの値が存在することを指す場合がある。
【０２８２】
上記オフ電流の説明において、ドレインをソースと読み替えてもよい。つまり、オフ電流
は、トランジスタがオフ状態にあるときのソースを流れる電流を言う場合もある。
【０２８３】
本明細書では、オフ電流と同じ意味で、リーク電流と記載する場合がある。
【０２８４】
本明細書において、オフ電流とは、例えば、トランジスタがオフ状態にあるときに、ソー
スとドレインとの間に流れる電流を指す場合がある。
【０２８５】
＜酸化物半導体の組成＞
なおＯＳトランジスタの半導体層に用いる酸化物半導体としては、少なくともインジウム
（Ｉｎ）又は亜鉛（Ｚｎ）を含むことが好ましい。特にＩｎ及びＺｎを含むことが好まし
い。また、それらに加えて、酸素を強く結びつけるスタビライザーを有することが好まし
い。スタビライザーとしては、ガリウム（Ｇａ）、スズ（Ｓｎ）、ジルコニウム（Ｚｒ）
、ハフニウム（Ｈｆ）及びアルミニウム（Ａｌ）の少なくともいずれかを有すればよい。
【０２８６】
また、他のスタビライザーとして、ランタノイドである、ランタン（Ｌａ）、セリウム（
Ｃｅ）、プラセオジム（Ｐｒ）、ネオジム（Ｎｄ）、サマリウム（Ｓｍ）、ユウロピウム
（Ｅｕ）、ガドリニウム（Ｇｄ）、テルビウム（Ｔｂ）、ジスプロシウム（Ｄｙ）、ホル
ミウム（Ｈｏ）、エルビウム（Ｅｒ）、ツリウム（Ｔｍ）、イッテルビウム（Ｙｂ）、ル
テチウム（Ｌｕ）のいずれか一種又は複数種を有してもよい。
【０２８７】
トランジスタの半導体層に用いる酸化物半導体としては、例えば、酸化インジウム、酸化
スズ、酸化亜鉛、Ｉｎ－Ｚｎ系酸化物、Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物、Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｚｎ
－Ｍｇ系酸化物、Ｓｎ－Ｍｇ系酸化物、Ｉｎ－Ｍｇ系酸化物、Ｉｎ－Ｇａ系酸化物、Ｉｎ
－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物（ＩＧＺＯとも表記する）、Ｉｎ－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓ
ｎ－Ｚｎ系酸化物、Ｓｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ａｌ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｓｎ－Ａｌ
－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｚｒ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｔｉ－
Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｃ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｙ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｌａ－Ｚｎ
系酸化物、Ｉｎ－Ｃｅ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｐｒ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｎｄ－Ｚｎ系
酸化物、Ｉｎ－Ｓｍ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｅｕ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｇｄ－Ｚｎ系酸
化物、Ｉｎ－Ｔｂ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｄｙ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｏ－Ｚｎ系酸化
物、Ｉｎ－Ｅｒ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｔｍ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｙｂ－Ｚｎ系酸化物
、Ｉｎ－Ｌｕ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ｇａ－Ｚ
ｎ系酸化物、Ｉｎ－Ａｌ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ
－Ｓｎ－Ｈｆ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物等がある。
【０２８８】
例えば、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：１、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝３：１：２、あるいはＩｎ
：Ｇａ：Ｚｎ＝２：１：３の原子数比のＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物やその組成の近傍の酸
化物を用いるとよい。特に、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝４：２：３あるいはその近傍の原子数比
のＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物を用いるとよい。Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝４：２：３あるいはそ
の近傍の原子数比のＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物を得るためには、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝４：
２：４．１のターゲットを用いて酸化物半導体を成膜する。
【０２８９】
＜酸化物半導体中の不純物＞
半導体層を構成する酸化物半導体膜に水素が含まれると、酸化物半導体と結合することに
よって、水素の一部がドナーとなり、キャリアである電子を生じてしまう。これにより、
トランジスタの閾値電圧がマイナス方向にシフトしてしまう。そのため、酸化物半導体膜
の形成後において、脱水化処理（脱水素化処理）を行い酸化物半導体膜から、水素、又は
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水分を除去して不純物が極力含まれないように高純度化することが好ましい。
【０２９０】
なお、酸化物半導体膜への脱水化処理（脱水素化処理）によって、酸化物半導体膜から酸
素が減少してしまうことがある。よって、酸化物半導体膜への脱水化処理（脱水素化処理
）によって増加した酸素欠損を補填するため酸素を酸化物半導体膜に加える処理を行うこ
とが好ましい。
【０２９１】
このように、酸化物半導体膜は、脱水化処理（脱水素化処理）により、水素又は水分が除
去され、加酸素化処理により酸素欠損を補填することによって、ｉ型（真性）化又はｉ型
に限りなく近く実質的にｉ型（真性）である酸化物半導体膜とすることができる。
【０２９２】
＜酸化物半導体の構造＞
酸化物半導体の構造について説明する。
【０２９３】
なお本明細書において、「平行」とは、二つの直線が－１０°以上１０°以下の角度で配
置されている状態をいう。したがって、－５°以上５°以下の場合も含まれる。また、「
略平行」とは、二つの直線が－３０°以上３０°以下の角度で配置されている状態をいう
。また、「垂直」とは、二つの直線が８０°以上１００°以下の角度で配置されている状
態をいう。したがって、８５°以上９５°以下の場合も含まれる。また、「略垂直」とは
、二つの直線が６０°以上１２０°以下の角度で配置されている状態をいう。
【０２９４】
また、本明細書において、結晶が三方晶または菱面体晶である場合、六方晶系として表す
。
【０２９５】
酸化物半導体膜は、非単結晶酸化物半導体膜と単結晶酸化物半導体膜とに分けられる。ま
たは、酸化物半導体は、例えば、結晶性酸化物半導体と非晶質酸化物半導体とに分けられ
る。
【０２９６】
なお、非単結晶酸化物半導体としては、ＣＡＡＣ－ＯＳ（Ｃ　Ａｘｉｓ　Ａｌｉｇｎｅｄ
　Ｃｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）、多結晶酸化物
半導体、微結晶酸化物半導体、非晶質酸化物半導体などがある。また、結晶性酸化物半導
体としては、単結晶酸化物半導体、ＣＡＡＣ－ＯＳ、多結晶酸化物半導体、微結晶酸化物
半導体などがある。
【０２９７】
まずは、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜について説明する。
【０２９８】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜は、ｃ軸配向した複数の結晶部を有する酸化物半導体膜の一つである。
【０２９９】
透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ：Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏ
ｓｃｏｐｅ）によって、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の明視野像および回折パターンの複合解析像（
高分解能ＴＥＭ像ともいう。）を観察することで複数の結晶部を確認することができる。
一方、高分解能ＴＥＭ像によっても明確な結晶部同士の境界、即ち結晶粒界（グレインバ
ウンダリーともいう。）を確認することができない。そのため、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜は、結
晶粒界に起因する電子移動度の低下が起こりにくいといえる。
【０３００】
試料面と略平行な方向から、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の断面の高分解能ＴＥＭ像を観察すると、
結晶部において、金属原子が層状に配列していることを確認できる。金属原子の各層は、
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の膜を形成する面（被形成面ともいう。）または上面の凹凸を反映した
形状であり、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の被形成面または上面と平行に配列する。
【０３０１】
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一方、試料面と略垂直な方向から、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の平面の高分解能ＴＥＭ像を観察す
ると、結晶部において、金属原子が三角形状または六角形状に配列していることを確認で
きる。しかしながら、異なる結晶部間で、金属原子の配列に規則性は見られない。
【０３０２】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に対し、Ｘ線回折（ＸＲＤ：Ｘ－Ｒａｙ　Ｄｉｆｆｒａｃｔｉｏｎ）装
置を用いて構造解析を行うと、例えばＩｎＧａＺｎＯ４の結晶を有するＣＡＡＣ－ＯＳ膜
のｏｕｔ－ｏｆ－ｐｌａｎｅ法による解析では、回折角（２θ）が３１°近傍にピークが
現れる場合がある。このピークは、ＩｎＧａＺｎＯ４の結晶の（００９）面に帰属される
ことから、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の結晶がｃ軸配向性を有し、ｃ軸が被形成面または上面に略
垂直な方向を向いていることが確認できる。
【０３０３】
なお、ＩｎＧａＺｎＯ４の結晶を有するＣＡＡＣ－ＯＳ膜のｏｕｔ－ｏｆ－ｐｌａｎｅ法
による解析では、２θが３１°近傍のピークの他に、２θが３６°近傍にもピークが現れ
る場合がある。２θが３６°近傍のピークは、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜中の一部に、ｃ軸配向性
を有さない結晶が含まれることを示している。ＣＡＡＣ－ＯＳ膜は、２θが３１°近傍に
ピークを示し、２θが３６°近傍にピークを示さないことが好ましい。
【０３０４】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜は、不純物濃度の低い酸化物半導体膜である。不純物は、水素、炭素、
シリコン、遷移金属元素などの酸化物半導体膜の主成分以外の元素である。特に、シリコ
ンなどの、酸化物半導体膜を構成する金属元素よりも酸素との結合力の強い元素は、酸化
物半導体膜から酸素を奪うことで酸化物半導体膜の原子配列を乱し、結晶性を低下させる
要因となる。また、鉄やニッケルなどの重金属、アルゴン、二酸化炭素などは、原子半径
（または分子半径）が大きいため、酸化物半導体膜内部に含まれると、酸化物半導体膜の
原子配列を乱し、結晶性を低下させる要因となる。なお、酸化物半導体膜に含まれる不純
物は、キャリアトラップやキャリア発生源となる場合がある。
【０３０５】
また、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜は、欠陥準位密度の低い酸化物半導体膜である。例えば、酸化物
半導体膜中の酸素欠損は、キャリアトラップとなることや、水素を捕獲することによって
キャリア発生源となることがある。
【０３０６】
不純物濃度が低く、欠陥準位密度が低い（酸素欠損の少ない）ことを、高純度真性または
実質的に高純度真性と呼ぶ。高純度真性または実質的に高純度真性である酸化物半導体膜
は、キャリア発生源が少ないため、キャリア密度を低くすることができる。したがって、
当該酸化物半導体膜を用いたトランジスタは、閾値電圧がマイナスとなる電気特性（ノー
マリーオンともいう。）になることが少ない。また、高純度真性または実質的に高純度真
性である酸化物半導体膜は、キャリアトラップが少ない。そのため、当該酸化物半導体膜
を用いたトランジスタは、電気特性の変動が小さく、信頼性の高いトランジスタとなる。
なお、酸化物半導体膜のキャリアトラップに捕獲された電荷は、放出するまでに要する時
間が長く、あたかも固定電荷のように振る舞うことがある。そのため、不純物濃度が高く
、欠陥準位密度が高い酸化物半導体膜を用いたトランジスタは、電気特性が不安定となる
場合がある。
【０３０７】
また、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜を用いたトランジスタは、可視光や紫外光の照射による電気特性
の変動が小さい。
【０３０８】
次に、微結晶酸化物半導体膜について説明する。
【０３０９】
微結晶酸化物半導体膜は、高分解能ＴＥＭ像において、結晶部を確認することのできる領
域と、明確な結晶部を確認することのできない領域と、を有する。微結晶酸化物半導体膜
に含まれる結晶部は、１ｎｍ以上１００ｎｍ以下、または１ｎｍ以上１０ｎｍ以下の大き
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さであることが多い。特に、１ｎｍ以上１０ｎｍ以下、または１ｎｍ以上３ｎｍ以下の微
結晶であるナノ結晶（ｎｃ：ｎａｎｏｃｒｙｓｔａｌ）を有する酸化物半導体膜を、ｎｃ
－ＯＳ（ｎａｎｏｃｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）
膜と呼ぶ。また、ｎｃ－ＯＳ膜は、例えば、高分解能ＴＥＭ像では、結晶粒界を明確に確
認できない場合がある。
【０３１０】
ｎｃ－ＯＳ膜は、微小な領域（例えば、１ｎｍ以上１０ｎｍ以下の領域、特に１ｎｍ以上
３ｎｍ以下の領域）において原子配列に周期性を有する。また、ｎｃ－ＯＳ膜は、異なる
結晶部間で結晶方位に規則性が見られない。そのため、膜全体で配向性が見られない。し
たがって、ｎｃ－ＯＳ膜は、分析方法によっては、非晶質酸化物半導体膜と区別が付かな
い場合がある。例えば、ｎｃ－ＯＳ膜に対し、結晶部よりも大きい径のＸ線を用いるＸＲ
Ｄ装置を用いて構造解析を行うと、ｏｕｔ－ｏｆ－ｐｌａｎｅ法による解析では、結晶面
を示すピークが検出されない。また、ｎｃ－ＯＳ膜に対し、結晶部よりも大きいプローブ
径（例えば５０ｎｍ以上）の電子線を用いる電子回折（制限視野電子回折ともいう。）を
行うと、ハローパターンのような回折パターンが観測される。一方、ｎｃ－ＯＳ膜に対し
、結晶部の大きさと近いか結晶部より小さいプローブ径の電子線を用いるナノビーム電子
回折を行うと、スポットが観測される。また、ｎｃ－ＯＳ膜に対しナノビーム電子回折を
行うと、円を描くように（リング状に）輝度の高い領域が観測される場合がある。また、
ｎｃ－ＯＳ膜に対しナノビーム電子回折を行うと、リング状の領域内に複数のスポットが
観測される場合がある。
【０３１１】
ｎｃ－ＯＳ膜は、非晶質酸化物半導体膜よりも規則性の高い酸化物半導体膜である。その
ため、ｎｃ－ＯＳ膜は、非晶質酸化物半導体膜よりも欠陥準位密度が低くなる。ただし、
ｎｃ－ＯＳ膜は、異なる結晶部間で結晶方位に規則性が見られない。そのため、ｎｃ－Ｏ
Ｓ膜は、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜と比べて欠陥準位密度が高くなる。
【０３１２】
次に、非晶質酸化物半導体膜について説明する。
【０３１３】
非晶質酸化物半導体膜は、膜中における原子配列が不規則であり、結晶部を有さない酸化
物半導体膜である。石英のような無定形状態を有する酸化物半導体膜が一例である。
【０３１４】
非晶質酸化物半導体膜は、高分解能ＴＥＭ像において結晶部を確認することができない。
【０３１５】
非晶質酸化物半導体膜に対し、ＸＲＤ装置を用いた構造解析を行うと、ｏｕｔ－ｏｆ－ｐ
ｌａｎｅ法による解析では、結晶面を示すピークが検出されない。また、非晶質酸化物半
導体膜に対し、電子回折を行うと、ハローパターンが観測される。また、非晶質酸化物半
導体膜に対し、ナノビーム電子回折を行うと、スポットが観測されず、ハローパターンが
観測される。
【０３１６】
なお、酸化物半導体膜は、ｎｃ－ＯＳ膜と非晶質酸化物半導体膜との間の物性を示す構造
を有する場合がある。そのような構造を有する酸化物半導体膜を、特に非晶質ライク酸化
物半導体（ａ－ｌｉｋｅ　ＯＳ：ａｍｏｒｐｈｏｕｓ－ｌｉｋｅ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉ
ｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）膜と呼ぶ。
【０３１７】
ａ－ｌｉｋｅ　ＯＳ膜は、高分解能ＴＥＭ像において鬆（ボイドともいう。）が観察され
る場合がある。また、高分解能ＴＥＭ像において、明確に結晶部を確認することのできる
領域と、結晶部を確認することのできない領域と、を有する。ａ－ｌｉｋｅ　ＯＳ膜は、
ＴＥＭによる観察程度の微量な電子照射によって、結晶化が起こり、結晶部の成長が見ら
れる場合がある。一方、良質なｎｃ－ＯＳ膜であれば、ＴＥＭによる観察程度の微量な電
子照射による結晶化はほとんど見られない。
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【０３１８】
なお、ａ－ｌｉｋｅ　ＯＳ膜およびｎｃ－ＯＳ膜の結晶部の大きさの計測は、高分解能Ｔ
ＥＭ像を用いて行うことができる。例えば、ＩｎＧａＺｎＯ４の結晶は層状構造を有し、
Ｉｎ－Ｏ層の間に、Ｇａ－Ｚｎ－Ｏ層を２層有する。ＩｎＧａＺｎＯ４の結晶の単位格子
は、Ｉｎ－Ｏ層を３層有し、またＧａ－Ｚｎ－Ｏ層を６層有する、計９層がｃ軸方向に層
状に重なった構造を有する。よって、これらの近接する層同士の間隔は、（００９）面の
格子面間隔（ｄ値ともいう。）と同程度であり、結晶構造解析からその値は０．２９ｎｍ
と求められている。そのため、高分解能ＴＥＭ像における格子縞に着目し、格子縞の間隔
が０．２８ｎｍ以上０．３０ｎｍ以下である箇所においては、それぞれの格子縞がＩｎＧ
ａＺｎＯ４の結晶のａ－ｂ面に対応する。
【０３１９】
また、酸化物半導体膜は、構造ごとに密度が異なる場合がある。例えば、ある酸化物半導
体膜の組成がわかれば、該組成と同じ組成における単結晶の密度と比較することにより、
その酸化物半導体膜の構造を推定することができる。例えば、単結晶の密度に対し、ａ－
ｌｉｋｅ　ＯＳ膜の密度は７８．６％以上９２．３％未満となる。また、例えば、単結晶
の密度に対し、ｎｃ－ＯＳ膜の密度およびＣＡＡＣ－ＯＳ膜の密度は９２．３％以上１０
０％未満となる。なお、単結晶の密度に対し密度が７８％未満となる酸化物半導体膜は、
成膜すること自体が困難である。
【０３２０】
上記について、具体例を用いて説明する。例えば、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：１［原子
数比］を満たす酸化物半導体膜において、菱面体晶構造を有する単結晶ＩｎＧａＺｎＯ４

の密度は６．３５７ｇ／ｃｍ３となる。よって、例えば、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：１
［原子数比］を満たす酸化物半導体膜において、ａ－ｌｉｋｅ　ＯＳ膜の密度は５．０ｇ
／ｃｍ３以上５．９ｇ／ｃｍ３未満となる。また、例えば、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：
１［原子数比］を満たす酸化物半導体膜において、ｎｃ－ＯＳ膜の密度およびＣＡＡＣ－
ＯＳ膜の密度は５．９ｇ／ｃｍ３以上６．３ｇ／ｃｍ３未満となる。
【０３２１】
なお、同じ組成の単結晶が存在しない場合がある。その場合、任意の割合で組成の異なる
単結晶を組み合わせることにより、所望の組成の単結晶に相当する密度を算出することが
できる。所望の組成の単結晶の密度は、組成の異なる単結晶を組み合わせる割合に対して
、加重平均を用いて算出すればよい。ただし、密度は、可能な限り少ない種類の単結晶を
組み合わせて算出することが好ましい。
【０３２２】
なお、酸化物半導体膜は、例えば、非晶質酸化物半導体膜、ａ－ｌｉｋｅ　ＯＳ膜、微結
晶酸化物半導体膜、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜のうち、二種以上を有する積層膜であってもよい。
【０３２３】
以上説明したようにＯＳトランジスタは、極めて優れたオフ電流特性を実現できる。
【０３２４】
（実施の形態８）
本実施の形態においては、上記実施の形態で説明した半導体装置を適用した表示モジュー
ルについて説明する。半導体装置は、一例として、ゲートドライバ回路部、あるいはソー
スドライバ回路部、あるいは画素部の一部に適用可能である。表示モジュールの一例につ
いて、図２８及び図２９を用いて以下説明を行う。
【０３２５】
＜表示モジュールの上面図＞
図２８は、表示モジュールの一例を示す上面図である。図２８示す表示モジュール７００
は、第１の基板７０１上に設けられた画素部７０２と、第１の基板７０１に設けられたソ
ースドライバ回路部７０４及びゲートドライバ回路部７０６と、画素部７０２、ソースド
ライバ回路部７０４、及びゲートドライバ回路部７０６を囲むように配置されるシール材
７１２と、第１の基板７０１に対向するように設けられる第２の基板７０５と、を有する
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。なお、第１の基板７０１と第２の基板７０５は、シール材７１２によって封止されてい
る。すなわち、画素部７０２、ソースドライバ回路部７０４、及びゲートドライバ回路部
７０６は、第１の基板７０１とシール材７１２と第２の基板７０５によって封止されてい
る。なお、図２８には図示しないが、第１の基板７０１と第２の基板７０５の間には表示
素子が設けられる。
【０３２６】
また、表示モジュール７００は、第１の基板７０１上のシール材７１２によって囲まれて
いる領域とは異なる領域に、画素部７０２、ソースドライバ回路部７０４、及びゲートド
ライバ回路部７０６とそれぞれ電気的に接続されるＦＰＣ端子部７０８（ＦＰＣ：Ｆｌｅ
ｘｉｂｌｅ　ｐｒｉｎｔｅｄ　ｃｉｒｃｕｉｔ）が設けられる。また、ＦＰＣ端子部７０
８には、ＦＰＣ７１６が接続され、ＦＰＣ７１６によって画素部７０２、ソースドライバ
回路部７０４、及びゲートドライバ回路部７０６に各種信号等が供給される。また、画素
部７０２、ソースドライバ回路部７０４、ゲートドライバ回路部７０６、及びＦＰＣ端子
部７０８には、信号線７１０が各々接続されている。ＦＰＣ７１６により供給される各種
信号等は、信号線７１０を介して、画素部７０２、ソースドライバ回路部７０４、ゲート
ドライバ回路部７０６、及びＦＰＣ端子部７０８に与えられる。
【０３２７】
また、表示モジュール７００にゲートドライバ回路部７０６を複数設けてもよい。また、
表示モジュール７００としては、ソースドライバ回路部７０４、及びゲートドライバ回路
部７０６を画素部７０２と同じ第１の基板７０１に形成している例を示しているが、この
構成に限定されない。例えば、ゲートドライバ回路部７０６のみを第１の基板７０１に形
成しても良い、またはソースドライバ回路部７０４のみを第１の基板７０１に形成しても
良い。この場合、ソースドライバ回路またはゲートドライバ回路等が形成された基板（例
えば、単結晶半導体膜、多結晶半導体膜で形成された駆動回路基板）を、第１の基板７０
１に実装する構成としても良い。なお、別途形成した駆動回路基板の接続方法は、特に限
定されるものではなく、ＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）方法、ワイヤボンディン
グ方法などを用いることができる。
【０３２８】
また、表示モジュール７００が有する画素部７０２、ソースドライバ回路部７０４及びゲ
ートドライバ回路部７０６は、複数のトランジスタを有している。該複数のトランジスタ
としては、先の実施の形態で説明したトランジスタを適用することができる。
【０３２９】
また、表示モジュール７００は、様々な素子を有することが出来る。該素子は、例えば、
液晶素子、ＥＬ（エレクトロルミネッセンス）素子（有機物及び無機物を含むＥＬ素子、
有機ＥＬ素子、無機ＥＬ素子）、ＬＥＤ（白色ＬＥＤ、赤色ＬＥＤ、緑色ＬＥＤ、青色Ｌ
ＥＤなど）、トランジスタ（電流に応じて発光するトランジスタ）、電子放出素子、電子
インク、電気泳動素子、グレーティングライトバルブ（ＧＬＶ）、プラズマディスプレイ
パネル（ＰＤＰ）、ＭＥＭＳ（マイクロ・エレクトロ・メカニカル・システム）を用いた
表示素子、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）、ＤＭＳ（デジタル・マイクロ・
シャッター）、ＩＭＯＤ（インターフェアレンス・モジュレーション）素子、シャッター
方式のＭＥＭＳ表示素子、光干渉方式のＭＥＭＳ表示素子、エレクトロウェッティング素
子、圧電セラミックディスプレイ、カーボンナノチューブを用いた表示素子などの少なく
とも一つを有している。これらの他にも、電気的または磁気的作用により、コントラスト
、輝度、反射率、透過率などが変化する表示媒体を有していても良い。ＥＬ素子を用いた
表示装置の一例としては、ＥＬディスプレイなどがある。電子放出素子を用いた表示装置
の一例としては、フィールドエミッションディスプレイ（ＦＥＤ）又はＳＥＤ方式平面型
ディスプレイ（ＳＥＤ：Ｓｕｒｆａｃｅ－ｃｏｎｄｕｃｔｉｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ－ｅ
ｍｉｔｔｅｒ　Ｄｉｓｐｌａｙ）などがある。液晶素子を用いた表示装置の一例としては
、液晶ディスプレイ（透過型液晶ディスプレイ、半透過型液晶ディスプレイ、反射型液晶
ディスプレイ、直視型液晶ディスプレイ、投射型液晶ディスプレイ）などがある。電子イ
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ンク又は電気泳動素子を用いた表示装置の一例としては、電子ペーパーなどがある。なお
、半透過型液晶ディスプレイや反射型液晶ディスプレイを実現する場合には、画素電極の
一部、または、全部が、反射電極としての機能を有するようにすればよい。例えば、画素
電極の一部、または、全部が、アルミニウム、銀、などを有するようにすればよい。さら
に、その場合、反射電極の下に、ＳＲＡＭなどの記憶回路を設けることも可能である。こ
れにより、さらに、消費電力を低減することができる。なお、本実施の形態においては、
表示素子として液晶素子を用いる構成について、以下説明を行う。
【０３３０】
なお、表示モジュール７００における表示方式は、プログレッシブ方式やインターレース
方式等を用いることができる。また、カラー表示する際に画素で制御する色要素としては
、ＲＧＢ（Ｒは赤、Ｇは緑、Ｂは青を表す）の三色に限定されない。例えば、Ｒの画素と
Ｇの画素とＢの画素とＷ（白）の画素の四画素から構成されてもよい。または、ペンタイ
ル配列のように、ＲＧＢのうちの２色分で一つの色要素を構成し、色要素によって、異な
る２色を選択して構成してもよい。またはＲＧＢに、イエロー、シアン、マゼンタ等を一
色以上追加してもよい。なお、色要素のドット毎にその表示領域の大きさが異なっていて
もよい。ただし、開示する発明はカラー表示の表示装置に限定されるものではなく、モノ
クロ表示の表示装置に適用することもできる。
【０３３１】
また、バックライト（有機ＥＬ素子、無機ＥＬ素子、ＬＥＤ、蛍光灯など）に白色光（Ｗ
）を用いて表示装置をフルカラー表示させるために、着色層（カラーフィルタともいう。
）を用いてもよい。着色層は、例えば、レッド（Ｒ）、グリーン（Ｇ）、ブルー（Ｂ）、
イエロー（Ｙ）などを適宜組み合わせて用いることができる。着色層を用いることで、着
色層を用いない場合と比べて色の再現性を高くすることができる。このとき、着色層を有
する領域と、着色層を有さない領域と、を配置することによって、着色層を有さない領域
における白色光を直接表示に利用しても構わない。一部に着色層を有さない領域を配置す
ることで、明るい表示の際に、着色層による輝度の低下を少なくでき、消費電力を２割か
ら３割程度低減できる場合がある。ただし、有機ＥＬ素子や無機ＥＬ素子などの自発光素
子を用いてフルカラー表示する場合、Ｒ、Ｇ、Ｂ、Ｙ、ホワイト（Ｗ）を、それぞれの発
光色を有する素子から発光させても構わない。自発光素子を用いることで、着色層を用い
た場合よりも、さらに消費電力を低減できる場合がある。なお、本実施の形態においては
、バックライト等を設けない構成、所謂反射型の液晶表示モジュールについて、以下説明
を行う。
【０３３２】
＜表示モジュールの断面図＞
図２８に示す一点鎖線Ｑ－Ｒにおける断面図を図２９に示す。図２９に示す表示モジュー
ルの詳細について、以下説明を行う。
【０３３３】
図２９に示す表示モジュール７００は、引き回し配線部７１１と、画素部７０２と、ソー
スドライバ回路部７０４と、ＦＰＣ端子部７０８と、を有する。また、引き回し配線部７
１１は、信号線７１０を有する。また、画素部７０２は、トランジスタ７５０及び容量素
子７９０を有する。また、ソースドライバ回路部７０４は、トランジスタ７５２を有する
。
【０３３４】
トランジスタ７５０及びトランジスタ７５２は、先に示すトランジスタを用いることがで
きる。
【０３３５】
本実施の形態で用いるトランジスタは、高純度化し、酸素欠損の形成を抑制した酸化物半
導体膜を有する。該トランジスタは、オフ状態における電流値（オフ電流値）を低くする
ことができる。よって、画像信号等の電気信号の保持時間を長くすることができ、電源オ
ン状態では書き込み間隔も長く設定できる。よって、リフレッシュ動作の頻度を少なくす
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ることができるため、消費電力を抑制する効果を奏する。
【０３３６】
また、本実施の形態で用いるトランジスタは、比較的高い電界効果移動度が得られるため
、高速駆動が可能である。例えば、このような高速駆動が可能なトランジスタを表示装置
に用いることで、画素部のスイッチングトランジスタと、駆動回路部に使用するドライバ
トランジスタを同一基板上に形成することができる。すなわち、別途駆動回路として、シ
リコンウェハ等により形成された半導体装置を用いる必要がないため、半導体装置の部品
点数を削減することができる。また、画素部においても、高速駆動が可能なトランジスタ
を用いることで、高画質な画像を提供することができる。
【０３３７】
容量素子７９０は、一対の電極間に誘電体を有する構造である。より詳しくは、容量素子
７９０の一方の電極としては、トランジスタ７５０のゲート電極として機能する導電膜と
同一工程で形成された導電膜を用い、容量素子７９０の他方の電極としては、トランジス
タ７５０のソース電極及びドレイン電極として機能する導電膜を用いる。また、一対の電
極間に挟持される誘電体としては、トランジスタ７５０のゲート絶縁膜として機能する絶
縁膜を用いる。
【０３３８】
また、図２９において、トランジスタ７５０、トランジスタ７５２、及び容量素子７９０
上に、絶縁膜７６４、７６８及び平坦化絶縁膜７７０が設けられている。
【０３３９】
絶縁膜７６４としては、例えば、ＰＥＣＶＤ装置を用いて、酸化シリコン膜、酸化窒化シ
リコン膜等を形成すればよい。また、絶縁膜７６８としては、例えば、ＰＥＣＶＤ装置を
用いて、窒化シリコン膜等を形成すればよい。また、平坦化絶縁膜７７０としては、ポリ
イミド樹脂、アクリル樹脂、ポリイミドアミド樹脂、ベンゾシクロブテン樹脂、ポリアミ
ド樹脂、エポキシ樹脂等の耐熱性を有する有機材料を用いることができる。なお、これら
の材料で形成される絶縁膜を複数積層させることで、平坦化絶縁膜７７０を形成してもよ
い。また、平坦化絶縁膜７７０を設けない構成としてもよい。
【０３４０】
また、信号線７１０は、トランジスタ７５０、７５２のソース電極及びドレイン電極とし
て機能する導電膜と同じ工程で形成される。なお、信号線７１０は、トランジスタ７５０
、７５２のソース電極及びドレイン電極と異なる工程で形成された導電膜、例えばゲート
電極として機能する導電膜と同じ工程で形成される導電膜としてもよい。信号線７１０と
して、例えば、銅元素を含む材料を用いた場合、配線抵抗に起因する信号遅延等が少なく
、大画面での表示が可能となる。
【０３４１】
また、ＦＰＣ端子部７０８は、接続電極７６０、異方性導電膜７８０、及びＦＰＣ７１６
を有する。なお、接続電極７６０は、トランジスタ７５０、７５２のソース電極及びドレ
イン電極として機能する導電膜と同じ工程で形成される。また、接続電極７６０は、ＦＰ
Ｃ７１６が有する端子と異方性導電膜７８０を介して、電気的に接続される。
【０３４２】
また、第１の基板７０１及び第２の基板７０５としては、例えばガラス基板を用いること
ができる。また、第１の基板７０１及び第２の基板７０５として、可撓性を有する基板を
用いてもよい。該可撓性を有する基板としては、例えばプラスチック基板等が挙げられる
。
【０３４３】
また、第１の基板７０１と第２の基板７０５の間には、構造体７７８が設けられる。構造
体７７８は、絶縁膜を選択的にエッチングすることで得られる柱状のスペーサであり、第
１の基板７０１と第２の基板７０５の間の距離（セルギャップ）を制御するために設けら
れる。なお、構造体７７８として、球状のスペーサを用いていても良い。また、本実施の
形態においては、構造体７７８を第１の基板７０１側に設ける構成について例示したが、
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これに限定されない。例えば、第２の基板７０５側に構造体７７８を設ける構成、または
第１の基板７０１及び第２の基板７０５双方に構造体７７８を設ける構成としてもよい。
【０３４４】
また、第２の基板７０５側には、ブラックマトリクスとして機能する遮光膜７３８と、カ
ラーフィルタとして機能する着色膜７３６と、遮光膜７３８及び着色膜７３６に接する絶
縁膜７３４が設けられる。
【０３４５】
図２９に一例として示す表示モジュール７００の断面図では、液晶素子７７５を有する。
液晶素子７７５は、導電膜７７２、導電膜７７４、及び液晶層７７６を有する。液晶層７
７６としては、先に説明した誘電率の異方性が２以上３．８以下である液晶材料を用いる
。導電膜７７４は、第２の基板７０５側に設けられ、対向電極としての機能を有する。図
２９に示す表示モジュール７００は、導電膜７７２と導電膜７７４に印加される電圧によ
って、液晶層７７６の配向状態が変わることによって光の透過、非透過が制御され画像を
表示することができる。
【０３４６】
また、導電膜７７２は、トランジスタ７５０が有するソース電極及びドレイン電極として
機能する導電膜に接続される。導電膜７７２は、平坦化絶縁膜７７０上に形成され画素電
極、すなわち表示素子の一方の電極として機能する。また、導電膜７７２は、反射電極と
しての機能を有する。図２９に示す表示モジュール７００は、外光を利用し導電膜７７２
で光を反射して着色膜７３６を介して表示する、所謂反射型のカラー液晶表示装置である
。
【０３４７】
導電膜７７２としては、可視光において透光性のある導電膜、または可視光において反射
性のある導電膜を用いることができる。可視光において透光性のある導電膜としては、例
えば、インジウム（Ｉｎ）、亜鉛（Ｚｎ）、錫（Ｓｎ）の中から選ばれた一種を含む材料
を用いるとよい。可視光において反射性のある導電膜としては、例えば、アルミニウム、
または銀を含む材料を用いるとよい。本実施の形態においては、導電膜７７２として、可
視光において、反射性のある導電膜を用いる。
【０３４８】
また、導電膜７７２として、可視光において反射性のある導電膜を用いる場合、該導電膜
を積層構造としてもよい。例えば、下層に膜厚１００ｎｍのアルミニウム膜を形成し、上
層に厚さ３０ｎｍの銀合金膜（例えば、銀、パラジウム、及び銅を含む合金膜）を形成す
る。上述の構造とすることで、以下の優れた効果を奏する。
【０３４９】
（１）下地膜と導電膜７７２との密着性を向上させることができる。（２）薬液によって
アルミニウム膜と、銀合金膜とを一括してエッチングすることが可能である。（３）導電
膜７７２の断面形状を良好な形状（例えば、テーパー形状）とすることができる。（３）
の理由としては、アルミニウム膜は、銀合金膜よりも薬液によるエッチング速度が遅い、
または上層の銀合金膜のエッチング後、下層のアルミニウム膜が露出した場合に、銀合金
膜よりも卑な金属、別言するとイオン化傾向の高い金属であるアルミニウムから電子を引
き抜くため、銀合金膜のエッチングが抑制され、下層のアルミニウム膜のエッチングの進
行が速くなるためである。
【０３５０】
また、図２９に示す表示モジュール７００においては、画素部７０２の平坦化絶縁膜７７
０の一部に凹凸が設けられている。該凹凸は、例えば、平坦化絶縁膜７７０を有機樹脂膜
等で形成し、該有機樹脂膜の表面に凹凸を設けることで形成することができる。また、反
射電極として機能する導電膜７７２は、上記凹凸に沿って形成される。したがって、外光
が導電膜７７２に入射した場合において、導電膜７７２の表面で光を乱反射することが可
能となり、視認性を向上させることができる。図２９に示すように、反射型のカラー液晶
表示装置とすることで、バックライトを用いずに表示することが可能となるため、消費電
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力を低減することができる。
【０３５１】
なお、図２９に示す表示モジュール７００は、反射型のカラー液晶表示モジュールついて
例示したが、これに限定されない。例えば、導電膜７７２を可視光において、透光性のあ
る導電膜を用いることで透過型のカラー液晶表示モジュールとしてもよい。透過型のカラ
ー液晶表示モジュールの場合、平坦化絶縁膜７７０に設けられる凹凸については、設けな
い構成としてもよい。
【０３５２】
なお、図２９において図示しないが、導電膜７７２、７７４の液晶層７７６と接する側に
、それぞれ配向膜を設ける構成としてもよい。また、図２９において図示しないが、偏光
部材、位相差部材、反射防止部材などの光学部材（光学基板）などは適宜設けてもよい。
例えば、偏光基板及び位相差基板による円偏光を用いてもよい。また、透過型の表示モジ
ュール、または半透過型の表示モジュールの場合、光源としてバックライト、サイドライ
トなどを設けてもよい。
【０３５３】
液晶素子としては、サーモトロピック液晶、低分子液晶、高分子液晶、高分子分散型液晶
、強誘電性液晶、反強誘電性液晶等を用いることができる。これらの液晶材料は、条件に
より、コレステリック相、スメクチック相、キュービック相、カイラルネマチック相、等
方相等を示す。
【０３５４】
また、横電界方式を採用する場合、配向膜を用いないブルー相を示す液晶を用いてもよい
。ブルー相は液晶相の一つであり、コレステリック液晶を昇温していくと、コレステリッ
ク相から等方相へ転移する直前に発現する相である。ブルー相は狭い温度範囲でしか発現
しないため、温度範囲を改善するために数重量％以上のカイラル剤を混合させた液晶組成
物を用いて液晶層に用いる。ブルー相を示す液晶とカイラル剤とを含む液晶組成物は、応
答速度が短く、光学的等方性であるため配向処理が不要であり、且つ視野角依存性が小さ
い。また配向膜を設けなくてもよいのでラビング処理も不要となるため、ラビング処理に
よって引き起こされる静電破壊を防止することができ、作製工程中の液晶表示装置の不良
や破損を軽減することができる。
【０３５５】
また、表示素子として液晶素子を用いる場合、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）
モード、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ－Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇ
ｅ　Ｆｉｅｌｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＡＳＭ（Ａｘｉａｌｌｙ　Ｓｙｍｍｅｔ
ｒｉｃ　ａｌｉｇｎｅｄ　Ｍｉｃｒｏ－ｃｅｌｌ）モード、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃ
ｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モード、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌ
ｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）モード、ＡＦＬＣ（ＡｎｔｉＦｅｒｒｏ
ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）モードなどを用いることができる。
【０３５６】
また、ノーマリーブラック型の液晶表示装置、例えば垂直配向（ＶＡ）モードを採用した
透過型の液晶表示装置としてもよい。垂直配向モードとしては、いくつか挙げられるが、
例えば、ＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉ－Ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）
モード、ＰＶＡ（Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）モード
、ＡＳＶモードなどを用いることができる。
【０３５７】
（実施の形態９）
本実施の形態においては、先の実施の形態で説明した表示モジュールに、タッチセンサ（
接触検出装置）を設けることで、入出力装置（タッチパネルともいう）として機能させる
ことができる構成について、図３０及び図３１を用いて説明する。以下において、上記実
施の形態と重複する部分については、説明を省略する場合がある。
【０３５８】
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図３０は、入出力装置の構成を説明する投影図である。
【０３５９】
図３０（Ａ）は、入出力装置８００の投影図であり、図３０（Ｂ）は入出力装置８００が
備える検知ユニット８２０Ｕの構成を説明する投影図である。
【０３６０】
図３１は、図３０（Ａ）に示す入出力装置８００のＺ１－Ｚ２における断面図である。
【０３６１】
本実施の形態で説明する入出力装置８００は、可視光を透過する窓部８３４を具備し且つ
マトリクス状に配設される複数の検知ユニット８２０Ｕ、行方向（図中に矢印Ｒｘで示す
）に配置される複数の検知ユニット８２０Ｕと電気的に接続する走査線Ｇ１、列方向（図
中に矢印Ｒｙで示す）に配置される複数の検知ユニット８２０Ｕと電気的に接続する信号
線ＤＬならびに、検知ユニット８２０Ｕ、走査線Ｇ１および信号線ＤＬを支持する第１の
基材８３６を備える入力装置８５０と、窓部８３４に重なり且つマトリクス状に配設され
る複数の画素８０２および画素８０２を支持する第２の基材８１０を備える表示モジュー
ル８０１と、を有する（図３０（Ａ）乃至図３０（Ｃ）参照）。
【０３６２】
検知ユニット８２０Ｕは、窓部８３４に重なる検知素子Ｃａおよび検知素子Ｃａと電気的
に接続される検知回路８３９を備える（図３０（Ｂ）参照）。
【０３６３】
検知素子Ｃａは、絶縁層８２３、絶縁層８２３（図３０（Ｂ）には図示せず）を挟持する
第１の電極８２１および第２の電極８２２を備える（図３０（Ｂ）参照）。
【０３６４】
検知回路８３９は、選択信号を供給され且つ検知素子Ｃａの容量の変化に基づいて検知信
号ＤＡＴＡを供給する。
【０３６５】
走査線Ｇ１は、選択信号を供給することができ、信号線ＤＬは、検知信号ＤＡＴＡを供給
することができ、検知回路８３９は、複数の窓部８３４の間隙に重なるように配置される
。
【０３６６】
また、本実施の形態で説明する入出力装置８００は、検知ユニット８２０Ｕおよび検知ユ
ニット８２０Ｕの窓部８３４と重なる画素８０２の間に、着色層を備える。
【０３６７】
本実施の形態で説明する入出力装置８００は、可視光を透過する窓部８３４を具備する検
知ユニット８２０Ｕを複数備える入力装置８５０と、窓部８３４に重なる画素８０２を複
数備える表示モジュール８０１と、を有し、窓部８３４と画素８０２の間に着色層を含ん
で構成される。
【０３６８】
これにより、入出力装置は容量の変化に基づく検知信号およびそれを供給する検知ユニッ
トの位置情報を供給すること、ならびに検知ユニットの位置情報と関連付けられた画像情
報を表示することができる。その結果、利便性または信頼性に優れた新規な入出力装置を
提供することができる。
【０３６９】
また、入出力装置８００は、入力装置８５０が供給する信号を供給されるフレキシブル基
板ＦＰＣ１または／および画像情報を含む信号を表示モジュール８０１に供給するフレキ
シブル基板ＦＰＣ２を備えていてもよい。
【０３７０】
また、傷の発生を防いで入出力装置８００を保護する、保護基材８３７、保護層８３７ｐ
または／および入出力装置８００が反射する外光の強度を弱める反射防止層８６７ｐを備
えていてもよい。
【０３７１】
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また、入出力装置８００は、表示モジュール８０１の走査線に選択信号を供給する走査線
駆動回路８０３ｇ、信号を供給する配線８１１およびフレキシブル基板ＦＰＣ２と電気的
に接続される端子８１９を有する。
【０３７２】
以下に、入出力装置８００を構成する個々の要素について説明する。なお、これらの構成
は明確に分離できず、一つの構成が他の構成を兼ねる場合や他の構成の一部を含む場合が
ある。例えば、複数の窓部８３４に重なる位置に着色層を備える入力装置８５０は、入力
装置８５０であるとともにカラーフィルタでもある。
【０３７３】
入出力装置８００は、入力装置８５０と、表示モジュール８０１と、を備える（図３０（
Ａ）参照）。
【０３７４】
入力装置８５０は、複数の検知ユニット８２０Ｕおよび検知ユニット８２０Ｕを支持する
第１の基材８３６を備える。例えば、４０行１５列のマトリクス状に複数の検知ユニット
８２０Ｕを第１の基材８３６に配設する。
【０３７５】
窓部８３４は可視光を透過する。
【０３７６】
窓部８３４に重なる位置に所定の色の光を透過する着色層を備える。例えば、青色の光を
透過する着色層ＣＦＢ、緑色の光を透過する着色層ＣＦＧまたは赤色の光を透過する着色
層ＣＦＲを備える（図３０（Ｂ）参照）。
【０３７７】
なお、青色、緑色または／および赤色に加えて、白色の光を透過する着色層または黄色の
光を透過する着色層などさまざまな色の光を透過する着色層を備えることができる。
【０３７８】
着色層に金属材料、顔料または染料等を用いることができる。
【０３７９】
窓部８３４を囲むように遮光性の層ＢＭを備える。遮光性の層ＢＭは窓部８３４より光を
透過しにくい。
【０３８０】
カーボンブラック、金属酸化物、複数の金属酸化物の固溶体を含む複合酸化物等を遮光性
の層ＢＭに用いることができる。
【０３８１】
遮光性の層ＢＭと重なる位置に走査線Ｇ１、信号線ＤＬ、配線ＶＰＩ、配線ＲＥＳおよび
配線ＶＲＥＳならびに検知回路８３９を備える。
【０３８２】
なお、着色層および遮光性の層ＢＭを覆う透光性のオーバーコート層を備えることができ
る。
【０３８３】
検知素子Ｃａは、第１の電極８２１、第２の電極８２２および第１の電極８２１と第２の
電極８２２の間に絶縁層８２３を有する（図３１参照）。
【０３８４】
第１の電極８２１は他の領域から分離されるように、例えば島状に形成される。特に、入
出力装置８００の使用者に第１の電極８２１が識別されないように、第１の電極８２１と
同一の工程で作製することができる層を第１の電極８２１に近接して配置する構成が好ま
しい。より好ましくは、第１の電極８２１および第１の電極８２１に近接して配置する層
の間隙に配置する窓部８３４の数をできるだけ少なくするとよい。特に、当該間隙に窓部
８３４を配置しない構成が好ましい。
【０３８５】
例えば、大気中に置かれた検知素子Ｃａの第１の電極８２１または第２の電極８２２に、
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大気と異なる誘電率を有するものが近づくと、検知素子Ｃａの容量が変化する。具体的に
は、指などのものが検知素子Ｃａに近づくと、検知素子Ｃａの容量が変化する。これによ
り、近接検知器に用いることができる。
【０３８６】
第１の電極８２１および第２の電極８２２は、導電性の材料を含む。
【０３８７】
例えば、無機導電性材料、有機導電性材料、金属または導電性セラミックスなどを第１の
電極８２１および第２の電極８２２に用いることができる。
【０３８８】
具体的には、第１の電極８２１及び第２の電極８２２として、アルミニウム、クロム、銅
、タンタル、チタン、モリブデン、タングステン、ニッケル、銀またはマンガンから選ば
れた金属元素、上述した金属元素を成分とする合金または上述した金属元素を組み合わせ
た合金などを用いることができる。
【０３８９】
または、第１の電極８２１及び第２の電極８２２として、酸化インジウム、インジウム錫
酸化物、インジウム亜鉛酸化物、酸化亜鉛、ガリウムを添加した酸化亜鉛などの導電性酸
化物を用いることができる。
【０３９０】
または、第１の電極８２１及び第２の電極８２２として、グラフェンまたはグラファイト
を用いることができる。グラフェンを含む膜は、例えば膜状に形成された酸化グラフェン
を含む膜を還元して形成することができる。還元する方法としては、熱を加える方法や還
元剤を用いる方法等を挙げることができる。
【０３９１】
または、第１の電極８２１及び第２の電極８２２として、導電性高分子を用いることがで
きる。
【０３９２】
検知回路８３９は例えばトランジスタＭ１乃至トランジスタＭ３を含む。また、検知回路
８３９は電源電位および信号を供給する配線を含む。例えば、信号線ＤＬ、配線ＶＰＩ、
配線ＣＳ、走査線Ｇ１、配線ＲＥＳ、および配線ＶＲＥＳなどを含む。
【０３９３】
なお、検知回路８３９を窓部８３４と重ならない領域に配置してもよい。
【０３９４】
導電性を有する材料を配線（例えば、信号線ＤＬ、配線ＶＰＩ、配線ＣＳ、走査線Ｇ１、
配線ＲＥＳ、および配線ＶＲＥＳなど）に適用できる。例えば、無機導電性材料、有機導
電性材料、金属または導電性セラミックスなどを配線に用いることができる。または、第
１の電極８２１および第２の電極８２２に用いることができる材料と同一の材料を配線と
して適用してもよい。
【０３９５】
また、アルミニウム、金、白金、銀、ニッケル、チタン、タングステン、クロム、モリブ
デン、鉄、コバルト、銅、又はパラジウム等の金属材料や、該金属材料を含む合金材料を
走査線Ｇ１、信号線ＤＬ、配線ＶＰＩ、配線ＲＥＳおよび配線ＶＲＥＳに用いることがで
きる。
【０３９６】
また、第１の基材８３６に検知回路８３９を形成してもよい。または、他の基材に形成さ
れた検知回路８３９を第１の基材８３６に転置してもよい。
【０３９７】
第１の基材８３６及び第２の基材８１０としては、ガラス基板、または可撓性の材料（例
えば、樹脂、樹脂フィルムまたはプラスチックフィルム等）を用いることができる。
【０３９８】
より具体的には、第１の基材８３６及び第２の基材８１０としては、無アルカリガラス、
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ソーダ石灰ガラス、カリガラス若しくはクリスタルガラス等を用いることができる。また
は、第１の基材８３６としては、ポリエステル、ポリオレフィン、ポリアミド、ポリイミ
ド、ポリカーボネート若しくはアクリル樹脂等の樹脂フィルムまたは樹脂板を用いること
ができる。
【０３９９】
保護基材８３７または／および保護層８３７ｐとしては、例えば、ガラス、ポリエステル
、ポリオレフィン、ポリアミド、ポリイミド、ポリカーボネート若しくはアクリル樹脂等
の樹脂フィルム、樹脂板または積層体等を用いることができる。
【０４００】
保護層８３７ｐとしては、例えば、ハードコート層またはセラミックコート層を用いるこ
とができる。具体的には、ＵＶ硬化樹脂または酸化アルミニウムを含む層を第２の電極８
２２に重なる位置に形成してもよい。
【０４０１】
表示モジュール８０１は、マトリクス状に配置された複数の画素８０２を備える（図３０
（Ｃ）参照）。
【０４０２】
例えば、画素８０２は副画素８０２Ｂ、副画素８０２Ｇおよび副画素８０２Ｒを含み、そ
れぞれの副画素は表示素子と表示素子を駆動する画素回路を備える。
【０４０３】
なお、画素８０２の副画素８０２Ｂは着色層ＣＦＢと重なる位置に配置され、副画素８０
２Ｇは着色層ＣＦＧと重なる位置に配置され、副画素８０２Ｒは着色層ＣＦＲと重なる位
置に配置される。
【０４０４】
着色層ＣＦＲは液晶素子８８０と重なる位置にある。なお、液晶素子８８０は、一方の電
極として反射電極８７２を有する（図３１参照）。これにより、反射電極８７２で反射さ
れた外光の一部は着色層ＣＦＲを透過して、図中に示す矢印の方向に射出される。反射電
極８７２としては、先の実施の形態に示す反射電極として機能する導電膜７７２と同様の
構成とすることができる。また、液晶素子８８０は、誘電率の異方性が２以上３．８以下
である液晶層を有する。
【０４０５】
また、着色層（例えば着色層ＣＦＲ）を囲むように遮光性の層ＢＭがある。
【０４０６】
走査線駆動回路８０３ｇは、トランジスタ８０３ｔおよび容量８０３ｃを含む（図３１参
照）。
【０４０７】
検知ユニット８２０Ｕが供給する検知信号ＤＡＴＡを変換してフレキシブル基板ＦＰＣ１
に供給することができるさまざまな回路を、変換器ＣＯＮＶに用いることができる（図３
０（Ａ）および図３１参照）。
【０４０８】
例えば、トランジスタＭ４を変換器ＣＯＮＶに用いることができる。
【０４０９】
表示モジュール８０１は、反射防止層８６７ｐを画素に重なる位置に備える。反射防止層
８６７ｐとして、例えば円偏光板を用いることができる。
【０４１０】
図３０（Ａ）に示すように、表示モジュール８０１は、信号を供給することができる配線
８１１を備え、端子８１９が配線８１１に設けられている。なお、画像信号および同期信
号等の信号を供給することができるフレキシブル基板ＦＰＣ２が端子８１９に電気的に接
続されている。
【０４１１】
なお、フレキシブル基板ＦＰＣ２にはプリント配線基板（ＰＷＢ）が取り付けられていて
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も良い。
【０４１２】
表示モジュール８０１は、走査線、信号線および電源線等の配線を有する。様々な導電膜
を配線に用いることができる。
【０４１３】
表示モジュール８０１が有する配線としては、例えば、アルミニウム、クロム、銅、タン
タル、チタン、モリブデン、タングステン、ニッケル、イットリウム、ジルコニウム、銀
またはマンガンから選ばれた金属元素、上述した金属元素を成分とする合金または上述し
た金属元素を組み合わせた合金等を用いることができる。とくに、アルミニウム、クロム
、銅、タンタル、チタン、モリブデン、タングステンの中から選択される一以上の元素を
含むと好ましい。特に、銅とマンガンの合金がウエットエッチング法を用いた微細加工に
好適である。
【０４１４】
表示モジュール８０１が有する配線の具体的な構成としては、アルミニウム膜上にチタン
膜を積層する二層構造、窒化チタン膜上にチタン膜を積層する二層構造、窒化チタン膜上
にタングステン膜を積層する二層構造、窒化タンタル膜または窒化タングステン膜上にタ
ングステン膜を積層する二層構造、チタン膜と、そのチタン膜上にアルミニウム膜を積層
し、さらにその上にチタン膜を形成する三層構造等を用いることができる。または、アル
ミニウム膜上にチタン、タンタル、タングステン、モリブデン、クロム、ネオジム、スカ
ンジウムから選ばれた一または複数組み合わせた合金膜、もしくは窒化膜を積層する積層
構造を用いることができる。または、酸化インジウム、酸化錫または酸化亜鉛を含む透光
性を有する導電材料を用いてもよい。
【０４１５】
（実施の形態１０）
本実施の形態では、上記実施の形態で説明した液晶表示装置を用いて作製される電子機器
の具体例について、図３２を用いて説明する。
【０４１６】
本発明を適用可能な電子機器の一例として、テレビジョン装置（テレビ、またはテレビジ
ョン受信機ともいう）、コンピュータ用などのモニタ、デジタルカメラ、デジタルビデオ
カメラ、デジタルフォトフレーム、携帯電話機、携帯型ゲーム機、携帯情報端末、音楽再
生装置、遊技機（パチンコ機、スロットマシン等）、ゲーム筐体が挙げられる。これらの
電子機器の具体例を図３２に示す。
【０４１７】
図３２（Ａ）は、表示部を有する携帯情報端末１４００を示している。携帯情報端末１４
００は、筐体１４０１に表示部１４０２及び操作ボタン１４０３が組み込まれている。本
発明の一態様の液晶表示装置は、表示部１４０２に用いることができる。
【０４１８】
図３２（Ｂ）は、携帯電話機１４１０を示している。携帯電話機１４１０は、筐体１４１
１に表示部１４１２、操作ボタン１４１３、スピーカー１４１４、及びマイク１４１５が
組み込まれている。本発明の一態様の液晶表示装置は、表示部１４１２に用いることがで
きる。
【０４１９】
図３２（Ｃ）は、音楽再生装置１４２０を示している。音楽再生装置１４２０は、筐体１
４２１に表示部１４２２、操作ボタン１４２３、アンテナ１４２４が組み込まれている。
またアンテナ１４２４からは、無線信号により情報を送受信することができる。本発明の
一態様の液晶表示装置は、表示部１４２２に用いることができる。
【０４２０】
表示部１４０２、表示部１４１２及び表示部１４２２は、タッチ入力機能を有しており、
表示部１４０２、表示部１４１２及び表示部１４２２に表示された表示ボタン（図示せず
）を指などで触れることで、画面操作や、情報を入力することができる。
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【０４２１】
先の実施の形態に示した液晶表示装置を表示部１４０２、表示部１４１２及び表示部１４
２２に用いることで、表示品位の向上が図られた表示部１４０２、表示部１４１２及び表
示部１４２２とすることができる。
【０４２２】
（本明細書等の記載に関する付記）
以上の実施の形態、及び実施の形態における各構成の説明について、以下に付記する。
＜実施の形態で述べた本発明の一態様に関する付記＞
【０４２３】
各実施の形態に示す構成は、他の実施の形態に示す構成と適宜組み合わせて、本発明の一
態様とすることができる。また、１つの実施の形態の中に、複数の構成例が示される場合
は、互い構成例を適宜組み合わせることが可能である。
【０４２４】
なお、ある一つの実施の形態の中で述べる内容（一部の内容でもよい）は、その実施の形
態で述べる別の内容（一部の内容でもよい）、及び／又は、一つ若しくは複数の別の実施
の形態で述べる内容（一部の内容でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換え
などを行うことが出来る。
【０４２５】
なお、実施の形態の中で述べる内容とは、各々の実施の形態において、様々な図を用いて
述べる内容、又は明細書に記載される文章を用いて述べる内容のことである。
【０４２６】
なお、ある一つの実施の形態において述べる図（一部でもよい）は、その図の別の部分、
その実施の形態において述べる別の図（一部でもよい）、及び／又は、一つ若しくは複数
の別の実施の形態において述べる図（一部でもよい）に対して、組み合わせることにより
、さらに多くの図を構成させることが出来る。
【０４２７】
また、各実施の形態において本発明の一態様を説明したが、本発明の一態様はこれらに限
定されない。例えば、本発明の一態様として、実施の形態１、２では、第１の動作と第２
の動作という２つの動作を切り替えて走査方向の切り替えを行う構成について説明したが
、本発明の一態様はこれに限定されない。状況に応じて、例えば一方方向に走査する構成
としてもよい。また例えば、本発明の一態様として実施の形態４では、回路１００をシフ
トレジスタに適用する場合の例を示したが、本発明の一態様は、これに限定されない。状
況に応じて、例えば回路１００は、様々な回路に適用して本発明の一態様としてもよい。
【０４２８】
＜図面を説明する記載に関する付記＞
【０４２９】
本明細書等において、「上に」、「下に」などの配置を示す語句は、構成同士の位置関係
を、図面を参照して説明するために、便宜上用いている。構成同士の位置関係は、各構成
を描写する方向に応じて適宜変化する。そのため、配置を示す語句は、明細書で説明した
記載に限定されず、状況に応じて適切に言い換えることができる。
【０４３０】
また、「上」や「下」の用語は、構成要素の位置関係が直上または直下で、かつ、直接接
していることを限定するものではない。例えば、「絶縁層Ａ上の電極Ｂ」の表現であれば
、絶縁層Ａの上に電極Ｂが直接接して形成されている必要はなく、絶縁層Ａと電極Ｂとの
間に他の構成要素を含むものを除外しない。
【０４３１】
また本明細書等において、ブロック図では、構成要素を機能毎に分類し、互いに独立した
ブロックとして示している。しかしながら実際の回路等においては、構成要素を機能毎に
切り分けることが難しく、一つの回路に複数の機能が係わる場合や、複数の回路にわたっ
て一つの機能が関わる場合があり得る。そのため、ブロック図のブロックは、明細書で説
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明した構成要素に限定されない。
【０４３２】
また、図面において、大きさ、層の厚さ、又は領域は、説明の便宜上任意の大きさに示し
たものである。よって、必ずしもそのスケールに限定されない。なお図面は明確性を期す
ために模式的に示したものであり、図面に示す形状又は値などに限定されない。例えば、
ノイズによる信号、電圧、若しくは電流のばらつき、又は、タイミングのずれによる信号
、電圧、若しくは電流のばらつきなどを含むことが可能である。
【０４３３】
また、図面において、上面図（平面図、レイアウト図ともいう）や斜視図などにおいて、
図面の明確性を期すために、一部の構成要素の記載を省略している場合がある。
【０４３４】
＜言い換え可能な記載に関する付記＞
【０４３５】
本明細書等において、トランジスタの接続関係を説明する際、ソースとドレインとの一方
を、「ソース又はドレインの一方」（又は第１電極、又は第１端子）と表記し、ソースと
ドレインとの他方を「ソース又はドレインの他方」（又は第２電極、又は第２端子）と表
記している。これは、トランジスタのソースとドレインは、トランジスタの構造又は動作
条件等によって変わるためである。なおトランジスタのソースとドレインの呼称について
は、ソース（ドレイン）端子や、ソース（ドレイン）電極等、状況に応じて適切に言い換
えることができる。
【０４３６】
また、本明細書等において「電極」や「配線」の用語は、これらの構成要素を機能的に限
定するものではない。例えば、「電極」は「配線」の一部として用いられることがあり、
その逆もまた同様である。さらに、「電極」や「配線」の用語は、複数の「電極」や「配
線」が一体となって形成されている場合なども含む。
【０４３７】
また、本明細書等において、電圧と電位は、適宜言い換えることができる。電圧は、基準
となる電位からの電位差のことであり、例えば基準となる電位をグラウンド電位（接地電
位）とすると、電圧を電位に言い換えることができる。グラウンド電位は必ずしも０Ｖを
意味するとは限らない。なお電位は相対的なものであり、基準となる電位によっては、配
線等に与える電位を変化させる場合がある。
【０４３８】
なお本明細書等において、「膜」、「層」などの語句は、場合によっては、または、状況
に応じて、互いに入れ替えることが可能である。例えば、「導電層」という用語を、「導
電膜」という用語に変更することが可能な場合がある。または、例えば、「絶縁膜」とい
う用語を、「絶縁層」という用語に変更することが可能な場合がある。
【０４３９】
＜語句の定義に関する付記＞
以下では、上記実施の形態中で言及したかった語句の定義について説明する。
＜＜スイッチについて＞＞
本明細書等において、スイッチとは、導通状態（オン状態）、または、非導通状態（オフ
状態）になり、電流を流すか流さないかを制御する機能を有するものをいう。または、ス
イッチとは、電流を流す経路を選択して切り替える機能を有するものをいう。
【０４４０】
一例としては、電気的スイッチ又は機械的なスイッチなどを用いることができる。つまり
、スイッチは、電流を制御できるものであればよく、特定のものに限定されない。
【０４４１】
電気的なスイッチの一例としては、トランジスタ（例えば、バイポーラトランジスタ、Ｍ
ＯＳトランジスタなど）、ダイオード（例えば、ＰＮダイオード、ＰＩＮダイオード、シ
ョットキーダイオード、ＭＩＭ（Ｍｅｔａｌ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ　Ｍｅｔａｌ）ダイオ
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ード、ＭＩＳ（Ｍｅｔａｌ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）ダイオ
ード、ダイオード接続のトランジスタなど）、又はこれらを組み合わせた論理回路などが
ある。
【０４４２】
なお、スイッチとしてトランジスタを用いる場合、トランジスタの「導通状態」とは、ト
ランジスタのソースとドレインが電気的に短絡されているとみなせる状態をいう。また、
トランジスタの「非導通状態」とは、トランジスタのソースとドレインが電気的に遮断さ
れているとみなせる状態をいう。なおトランジスタを単なるスイッチとして動作させる場
合には、トランジスタの極性（導電型）は特に限定されない。
【０４４３】
機械的なスイッチの一例としては、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）のように
、ＭＥＭＳ（マイクロ・エレクトロ・メカニカル・システム）技術を用いたスイッチがあ
る。そのスイッチは、機械的に動かすことが可能な電極を有し、その電極が動くことによ
って、導通と非導通とを制御して動作する。
【０４４４】
＜＜チャネル長について＞＞
本明細書等において、チャネル長とは、例えば、トランジスタの上面図において、半導体
（またはトランジスタがオン状態のときに半導体の中で電流の流れる部分）とゲートとが
重なる領域、またはチャネルが形成される領域における、ソースとドレインとの間の距離
をいう。
【０４４５】
なお、一つのトランジスタにおいて、チャネル長が全ての領域で同じ値をとるとは限らな
い。即ち、一つのトランジスタのチャネル長は、一つの値に定まらない場合がある。その
ため、本明細書では、チャネル長は、チャネルの形成される領域における、いずれか一の
値、最大値、最小値または平均値とする。
【０４４６】
＜＜チャネル幅について＞＞
本明細書等において、チャネル幅とは、例えば、半導体（またはトランジスタがオン状態
のときに半導体の中で電流の流れる部分）とゲート電極とが重なる領域、またはチャネル
が形成される領域における、ソースとドレインとが向かい合っている部分の長さをいう。
【０４４７】
なお、一つのトランジスタにおいて、チャネル幅がすべての領域で同じ値をとるとは限ら
ない。即ち、一つのトランジスタのチャネル幅は、一つの値に定まらない場合がある。そ
のため、本明細書では、チャネル幅は、チャネルの形成される領域における、いずれか一
の値、最大値、最小値または平均値とする。
【０４４８】
なお、トランジスタの構造によっては、実際にチャネルの形成される領域におけるチャネ
ル幅（以下、実効的なチャネル幅と呼ぶ。）と、トランジスタの上面図において示される
チャネル幅（以下、見かけ上のチャネル幅と呼ぶ。）と、が異なる場合がある。例えば、
立体的な構造を有するトランジスタでは、実効的なチャネル幅が、トランジスタの上面図
において示される見かけ上のチャネル幅よりも大きくなり、その影響が無視できなくなる
場合がある。例えば、微細かつ立体的な構造を有するトランジスタでは、半導体の上面に
形成されるチャネル領域の割合に対して、半導体の側面に形成されるチャネル領域の割合
が大きくなる場合がある。その場合は、上面図において示される見かけ上のチャネル幅よ
りも、実際にチャネルの形成される実効的なチャネル幅の方が大きくなる。
【０４４９】
ところで、立体的な構造を有するトランジスタにおいては、実効的なチャネル幅の、実測
による見積もりが困難となる場合がある。例えば、設計値から実効的なチャネル幅を見積
もるためには、半導体の形状が既知という仮定が必要である。したがって、半導体の形状
が正確にわからない場合には、実効的なチャネル幅を正確に測定することは困難である。
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【０４５０】
そこで、本明細書では、トランジスタの上面図において、半導体とゲート電極とが重なる
領域における、ソースとドレインとが向かい合っている部分の長さである見かけ上のチャ
ネル幅を、「囲い込みチャネル幅（ＳＣＷ：Ｓｕｒｒｏｕｎｄｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｗ
ｉｄｔｈ）」と呼ぶ場合がある。また、本明細書では、単にチャネル幅と記載した場合に
は、囲い込みチャネル幅または見かけ上のチャネル幅を指す場合がある。または、本明細
書では、単にチャネル幅と記載した場合には、実効的なチャネル幅を指す場合がある。な
お、チャネル長、チャネル幅、実効的なチャネル幅、見かけ上のチャネル幅、囲い込みチ
ャネル幅などは、断面ＴＥＭ像などを取得して、その画像を解析することなどによって、
値を決定することができる。
【０４５１】
なお、トランジスタの電界効果移動度や、チャネル幅当たりの電流値などを計算して求め
る場合、囲い込みチャネル幅を用いて計算する場合がある。その場合には、実効的なチャ
ネル幅を用いて計算する場合とは異なる値をとる場合がある。
【０４５２】
＜＜画素について＞＞
本明細書等において、画素とは、例えば、明るさを制御できる要素一つ分を示すものとす
る。よって、一例としては、一画素とは、一つの色要素を示すものとし、その色要素一つ
で明るさを表現する。従って、そのときは、Ｒ（赤）Ｇ（緑）Ｂ（青）の色要素からなる
カラー表示装置の場合には、画像の最小単位は、Ｒの画素とＧの画素とＢの画素との三画
素から構成されるものとする。
【０４５３】
なお、色要素は、三色に限定されず、それ以上でもよく、例えば、ＲＧＢＷ（Ｗは白）や
、ＲＧＢに、イエロー、シアン、マゼンタを追加したものなどがある。
【０４５４】
＜＜接続について＞＞
本明細書等において、ＡとＢとが接続されている、とは、ＡとＢとが直接接続されている
ものの他、電気的に接続されているものを含むものとする。ここで、ＡとＢとが電気的に
接続されているとは、ＡとＢとの間で、何らかの電気的作用を有する対象物が存在すると
き、ＡとＢとの電気信号の授受を可能とするものをいう。
【０４５５】
なお、例えば、トランジスタのソース（又は第１の端子など）が、Ｚ１を介して（又は介
さず）、Ｘと電気的に接続され、トランジスタのドレイン（又は第２の端子など）が、Ｚ
２を介して（又は介さず）、Ｙと電気的に接続されている場合や、トランジスタのソース
（又は第１の端子など）が、Ｚ１の一部と直接的に接続され、Ｚ１の別の一部がＸと直接
的に接続され、トランジスタのドレイン（又は第２の端子など）が、Ｚ２の一部と直接的
に接続され、Ｚ２の別の一部がＹと直接的に接続されている場合では、以下のように表現
することが出来る。
【０４５６】
例えば、「ＸとＹとトランジスタのソース（又は第１の端子など）とドレイン（又は第２
の端子など）とは、互いに電気的に接続されており、Ｘ、トランジスタのソース（又は第
１の端子など）、トランジスタのドレイン（又は第２の端子など）、Ｙの順序で電気的に
接続されている。」と表現することができる。または、「トランジスタのソース（又は第
１の端子など）は、Ｘと電気的に接続され、トランジスタのドレイン（又は第２の端子な
ど）はＹと電気的に接続され、Ｘ、トランジスタのソース（又は第１の端子など）、トラ
ンジスタのドレイン（又は第２の端子など）、Ｙは、この順序で電気的に接続されている
」と表現することができる。または、「Ｘは、トランジスタのソース（又は第１の端子な
ど）とドレイン（又は第２の端子など）とを介して、Ｙと電気的に接続され、Ｘ、トラン
ジスタのソース（又は第１の端子など）、トランジスタのドレイン（又は第２の端子など
）、Ｙは、この接続順序で設けられている」と表現することができる。これらの例と同様
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な表現方法を用いて、回路構成における接続の順序について規定することにより、トラン
ジスタのソース（又は第１の端子など）と、ドレイン（又は第２の端子など）とを、区別
して、技術的範囲を決定することができる。
【０４５７】
または、別の表現方法として、例えば、「トランジスタのソース（又は第１の端子など）
は、少なくとも第１の接続経路を介して、Ｘと電気的に接続され、前記第１の接続経路は
、第２の接続経路を有しておらず、前記第２の接続経路は、トランジスタを介した、トラ
ンジスタのソース（又は第１の端子など）とトランジスタのドレイン（又は第２の端子な
ど）との間の経路であり、前記第１の接続経路は、Ｚ１を介した経路であり、トランジス
タのドレイン（又は第２の端子など）は、少なくとも第３の接続経路を介して、Ｙと電気
的に接続され、前記第３の接続経路は、前記第２の接続経路を有しておらず、前記第３の
接続経路は、Ｚ２を介した経路である。」と表現することができる。または、「トランジ
スタのソース（又は第１の端子など）は、少なくとも第１の接続経路によって、Ｚ１を介
して、Ｘと電気的に接続され、前記第１の接続経路は、第２の接続経路を有しておらず、
前記第２の接続経路は、トランジスタを介した接続経路を有し、トランジスタのドレイン
（又は第２の端子など）は、少なくとも第３の接続経路によって、Ｚ２を介して、Ｙと電
気的に接続され、前記第３の接続経路は、前記第２の接続経路を有していない。」と表現
することができる。または、「トランジスタのソース（又は第１の端子など）は、少なく
とも第１の電気的パスによって、Ｚ１を介して、Ｘと電気的に接続され、前記第１の電気
的パスは、第２の電気的パスを有しておらず、前記第２の電気的パスは、トランジスタの
ソース（又は第１の端子など）からトランジスタのドレイン（又は第２の端子など）への
電気的パスであり、トランジスタのドレイン（又は第２の端子など）は、少なくとも第３
の電気的パスによって、Ｚ２を介して、Ｙと電気的に接続され、前記第３の電気的パスは
、第４の電気的パスを有しておらず、前記第４の電気的パスは、トランジスタのドレイン
（又は第２の端子など）からトランジスタのソース（又は第１の端子など）への電気的パ
スである。」と表現することができる。これらの例と同様な表現方法を用いて、回路構成
における接続経路について規定することにより、トランジスタのソース（又は第１の端子
など）と、ドレイン（又は第２の端子など）とを、区別して、技術的範囲を決定すること
ができる。
【０４５８】
なお、これらの表現方法は、一例であり、これらの表現方法に限定されない。ここで、Ｘ
、Ｙ、Ｚ１、Ｚ２は、対象物（例えば、装置、素子、回路、配線、電極、端子、導電膜、
層、など）であるとする。
【符号の説明】
【０４５９】
ＣＫ１　　信号
ＣＫ２　　信号
ＣＫ３　　信号
ＯＵＴ［ｉ］　　出力信号
ＯＵＴ［ｉ＋１］　　出力信号
ＯＵＴ［ｉ＋２］　　出力信号
Ｇ１　　走査線
Ｍ１　　トランジスタ
Ｍ３　　トランジスタ
Ｍ４　　トランジスタ
ＮＤ１　　ノード
ＮＤ２　　ノード
ＮＤ３　　ノード
ｔ１　　期間
ｔ２　　期間
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ｔ３　　期間
ｔ４　　期間
ｔ５　　期間
ｔ６　　期間
Ｔ１　　期間
Ｔ２　　期間
Ｔ３　　期間
Ｔ４　　期間
Ｔ５　　期間
Ｔ６　　期間
ＳＬ　　配線
ＯＵＴ　　配線
ＳＥＬ１　　信号
ＳＥＬ２　　信号
ＲＥＳ　　配線
ＶＰＩ　　配線
ＶＲＥＳ　　配線
ＤＬ　　信号線
ＣＳ　　配線
ＤＡＴＡ　　検知信号
ＦＰＣ１　　フレキシブル基板
ＦＰＣ２　　フレキシブル基板
１００　　回路
１０１　　トランジスタ
１０２　　トランジスタ
１０２Ａ　　スイッチ
１０３　　トランジスタ
１０３Ａ　　スイッチ
１０４　　トランジスタ
１０５　　トランジスタ
１０５Ａ　　スイッチ
１０６　　トランジスタ
１０７　　トランジスタ
１０８　　トランジスタ
１０９　　トランジスタ
１１０　　容量素子
１１１　　トランジスタ
１１２　　トランジスタ
１１３　　トランジスタ
１１４　　容量素子
１３０　　画素部
１３１　　画素
１３２　　トランジスタ
１３３　　液晶素子
１３４　　容量素子
１３５　　トランジスタ
１３６　　トランジスタ
１３７　　ＥＬ素子
１５１　　配線
１５２　　配線
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１５３　　配線
１５４　　配線
１５４Ａ　　配線
１５５　　配線
１５６　　配線
１５７　　配線
１５８　　配線
１５９　　配線
１６０　　配線
１６１　　配線
１６２　　配線
１６３　　配線
２００　　シフトレジスタ
２０１　　回路
２１１　　配線
２１２　　配線
２１３　　配線
２１４　　配線
２１５　　配線
２１６　　配線
２１７　　配線
２１８　　配線
３００　　回路
３０１　　回路
４０１　　第１の配線
４０２　　第２の配線
４０３　　半導体層
４０４　　開口部
６００　　トランジスタ
６０１　　基板
６０２　　ゲート電極
６０３　　絶縁層
６０４　　酸化物半導体層
６０４ａ　　チャネル領域
６０４ｂ　　ｎ型領域
６０４ｃ　　ｎ型領域
６０５ａ　　電極
６０５ｂ　　電極
６０６　　絶縁層
６０７　　絶縁層
６１０　　トランジスタ
６１４　　酸化物半導体層
６１４ａ　　酸化物半導体層
６１４ｂ　　酸化物半導体層
６２０　　トランジスタ
６２４　　酸化物半導体層
６２４ａ　　酸化物半導体層
６２４ｂ　　酸化物半導体層
６２４ｃ　　酸化物半導体層
６５０　　トランジスタ
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６５１　　絶縁層
６５２　　絶縁層
６５４　　絶縁層
６５６　　絶縁層
６６０　　トランジスタ
６６４　　酸化物半導体層
６６４ａ　　酸化物半導体層
６６４ｂ　　酸化物半導体層
６６４ｃ　　酸化物半導体層
６７０　　トランジスタ
７００　　表示モジュール
７０１　　基板
７０２　　画素部
７０４　　ソースドライバ回路部
７０５　　基板
７０６　　ゲートドライバ回路部
７０８　　ＦＰＣ端子部
７１０　　信号線
７１１　　配線部
７１２　　シール材
７１６　　ＦＰＣ
７３４　　絶縁膜
７３６　　着色膜
７３８　　遮光膜
７５０　　トランジスタ
７５２　　トランジスタ
７６０　　接続電極
７６４　　絶縁膜
７６６　　絶縁膜
７６８　　絶縁膜
７７０　　平坦化絶縁膜
７７２　　導電膜
７７４　　導電膜
７７５　　液晶素子
７７６　　液晶層
７７８　　構造体
７８０　　異方性導電膜
７９０　　容量素子
８００　　入出力装置
８０１　　表示モジュール
８０２　　画素
８０２Ｂ　　副画素
８０２Ｇ　　副画素
８０２Ｒ　　副画素
８０３ｃ　　容量
８０３ｇ　　走査線駆動回路
８０３ｔ　　トランジスタ
８１０　　基材
８１１　　配線
８１７　　保護基材
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８１９　　端子
８２０Ｕ　　検知ユニット
８２１　　電極
８２２　　電極
８２３　　絶縁層
８３４　　窓部
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